
全 国 財 務 局 

管 内 経 済 情 勢 報 告 概 要 

令和 3 年 1 月 28 日 

財 務 省



目 次 

Ⅰ 地域経済の概況  

地域経済の概況 …………………………………………………………………………………… 2 

全財務局管内経済情勢報告 ……………………………………………………………………… 3 

（参考）財務局及び財務事務所において判断した各地域の経済情勢………………………… 4 

Ⅱ 各財務局からの報告 

北 海 道 財 務 局 …………………………………………………………………………… 7 

東 北 財 務 局 ……………………………………………………………………………11 

関 東 財 務 局 ……………………………………………………………………………15 

北 陸 財 務 局 ……………………………………………………………………………19

東 海 財 務 局 ……………………………………………………………………………23 

近 畿 財 務 局 ……………………………………………………………………………27 

中 国 財 務 局 ……………………………………………………………………………31 

四 国 財 務 局 ……………………………………………………………………………35 

九 州 財 務 局 ……………………………………………………………………………39 

福 岡 財 務 支 局 ……………………………………………………………………………43 

沖 縄 総 合 事 務 局 ……………………………………………………………………………47 

Ⅲ 主要経済指標の動向 

地域別主要経済指標の動向…………………………………………………………………………52 

都道府県別主要経済指標の動向……………………………………………………………………60 



Ⅰ 地域経済の概況 
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地域経済の概況 

○令和２年１０月判断と比べた３年１月判断の地域経済の動向

「総括判断」は、４地域で「下方修正」、７地域で「据え置き」。 

○令和３年１月判断の全局総括判断

「新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、一部に弱さがみ

られるものの、持ち直しつつある」 

【財務局等の管轄区域】 

財務局等 指標中略称 管轄都道府県 本局所在地

北海道財務局 北海道 北海道 札幌市

東北財務局 東北

宮城県、青森県、岩手県、秋田

県、山形県、福島県

仙台市

関東財務局 関東

埼玉県、茨城県、栃木県、群馬

県、千葉県、東京都、神奈川県、

新潟県、山梨県、長野県

さいたま市

北陸財務局 北陸 石川県、富山県、福井県 金沢市

東海財務局 東海 愛知県、岐阜県、静岡県、三重県 名古屋市

近畿財務局 近畿

大阪府、滋賀県、京都府、兵庫

県、奈良県、和歌山県

大阪市

中国財務局 中国

広島県、鳥取県、島根県、岡山

県、山口県

広島市

四国財務局 四国 香川県、徳島県、愛媛県、高知県 高松市

九州財務局 九州

熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島

県

熊本市

福岡財務支局 福岡 福岡県、佐賀県、長崎県 福岡市

沖縄総合事務局財務部 沖縄 沖縄県 那覇市
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新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるもの

の、緩やかに持ち直しつつある

北  陸

新型コロナウイルス感染拡大の影

響により、一部に厳しい状況があ

るものの、持ち直している

東  海

東  北

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるもの

の、緩やかに持ち直しつつある

新型コロナウイルス感染症の影響

により、一部に厳しい状況が残る

ものの、持ち直している

関  東

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるもの

の、持ち直しの動きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、

持ち直しに向けたテンポが緩やか

になっている

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況が続いている

ものの、一部では緩やかに持ち直

しつつある

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、

一部に足踏みがみられるものの、

緩やかに持ち直しつつある

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるもの

の、緩やかな持ち直しの動きがみ

られる

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、

一部に弱さがみられるものの、緩

やかに持ち直しつつある

九  州

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるもの

の、緩やかに持ち直しつつある

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、

持ち直しに向けたテンポが緩やか

になっている

福  岡

北海道

新型コロナウイルス感染症の影響

により厳しい状況にあるものの、

一部に持ち直しの動きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響

により厳しい状況にあるなか、観

光が弱まっており、持ち直しに向

けたテンポが緩やかになっている

財務局名 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 各財務局の総括判断の要点

全局総括

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるもの

の、持ち直しの動きがみられる

今回（３年１月判断）

前回との

基調比較

前回との

基調比較

全局総括判断の要点

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、

一部に弱さがみられるものの、持

ち直しつつある

個人消費は、感染拡大の影響により、サービス消費で弱さがみら

れるなど、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産

活動は、感染症の影響がみられるものの、幅広い業種で改善して

おり、緩やかに持ち直している。雇用情勢は、一部に底堅さがみ

られるものの、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

前回（２年１０月判断）

個人消費は、感染症再拡大に伴う自粛の影響がみられるものの、

スーパー販売や家電販売が堅調に推移しており、総じてみれば持

ち直しの動きが続いている。生産活動は、一進一退の状況にあ

る。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い

動きとなっている。観光は、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、弱まっている。

個人消費は、スーパー販売額、ドラッグストア販売額が前年を上

回っているものの、宿泊や飲食サービスが足下で弱含んでいるな

ど、感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかに

なっている。生産活動は、感染症の影響がみられるものの、生産

用機械、輸送機械、電気機械が増加しているなど、緩やかに持ち

直しつつある。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きと

なっている。

個人消費は、ドラッグストア販売、ホームセンター販売が順調と

なっており、家電大型専門店販売は緩やかに回復しつつある。ま

た、百貨店・スーパー販売が緩やかに持ち直しつつあるなど、新

型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、

一部に足踏みがみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。生

産活動は、電子部品・デバイスが持ち直しており、化学が拡大し

ているほか、生産用機械、金属製品が下げ止まっていることなど

から、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、一部に底堅さが

みられるものの、弱い動きとなっている。

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるもの

の、緩やかに持ち直している。生産活動は、新型コロナウイルス

感染症の影響がみられるものの、電子部品・デバイスが自動車向

けなどで好調となっているほか、輸送機械が需要回復等により受

注増となっているなど、緩やかに持ち直している。雇用情勢は、

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなってい

る。

個人消費は、観光等が足下で急速に弱まっているものの、スー

パーが堅調であるほか、家電大型専門店等が順調となっているこ

とから、全体としては感染症の影響により、一部に弱さがみられ

るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、輸送機械が弱

い動きとなっているものの、窯業・土石が持ち直しつつあるほ

か、電気機械で緩やかに持ち直しつつあることから、全体として

は下げ止まっている。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動

きとなっている。

生産活動は自動車関連産業を中心に緩やかに回復している一方、

個人消費は感染拡大の影響により、サービス消費を中心に減少

し、持ち直しの動きに一服感がみられる。こうしたなか、雇用情

勢は弱い動きが続いている。

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、足下では

一部に足踏みがみられるものの、ドラッグストア販売やホームセ

ンター販売が好調であるなど、緩やかに持ち直している。生産活

動は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、輸送

機械や鉄鋼が増加しているなど、持ち直しの動きがみられる。雇

用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでい

る。

個人消費は、感染症の再拡大の影響により、旅行取扱など一部に

弱さがみられるなど、持ち直しに向けたテンポが緩やかになって

いる。生産活動は、汎用・業務用機械や輸送機械等が上昇してい

るなど持ち直しつつある。雇用情勢は、感染症の影響により弱い

動きとなっている。

個人消費は、百貨店販売で新型コロナウイルス感染症再拡大によ

る来店客数の減少により前年を下回っているなど、持ち直しに向

けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、自動車向けを中

心に持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、弱い動きとなって

いる。

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、百貨店・

スーパー販売が前年を下回り、宿泊者数が厳しい状況となってい

るなど、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活

動は、感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつあ

る。雇用情勢は、有効求人倍率が横ばいで推移しているなど、一

部に底堅さがみられるものの、感染症の影響により弱い動きと

なっている。

全財務局 管内経済情勢報告

（注）※ 令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。

※ 下線部が基調判断。

近  畿

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるもの

の、持ち直しの動きがみられる

四  国

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるもの

の、持ち直しの動きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、

一部に弱さがみられるものの、持

ち直しつつある

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、

一部に弱さがみられるものの、持

ち直しつつある

中  国

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるもの

の、持ち直しの動きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、

一部に足踏みがみられるものの、

持ち直しの動きが続いている

個人消費は、百貨店・スーパーやコンビニエンスストアの販売額

が減少するなど、感染症の影響がみられるものの、食料品が引き

続き堅調に推移するなど、持ち直しの動きがみられる。観光は、

入域観光客数が大幅に減少するなど、感染症の影響により、厳し

い状況にあるなか、足下では急速に弱まっている。雇用情勢は、

有効求人倍率などに下げ止まりの動きがみられるものの、感染症

の影響により、弱い動きとなっている。

沖  縄

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるもの

の、緩やかな持ち直しの動きがみ

られる

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、

持ち直しに向けたテンポが緩やか

になっている
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（参考）財務局及び財務事務所において判断した各地域の経済情勢

総括判断（３年１月判断）

前回と

の比較

総括判断の要点

北海道財務局

新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にあ

るなか、観光が弱まっており、持ち直しに向けたテンポ

が緩やかになっている

個人消費は、感染症再拡大に伴う自粛の影響がみられるものの、スーパー販売や家電販売が堅調に推移しており、総じ

てみれば持ち直しの動きが続いている。生産活動は、一進一退の状況にある。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症

の影響により、弱い動きとなっている。観光は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱まっている。

東北財務局

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は、スーパー販売額、ドラッグストア販売額が前年を上回っているものの、宿泊や飲食サービスが足下で弱含

んでいるなど、感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、感染症の影響がみ

られるものの、生産用機械、輸送機械、電気機械が増加しているなど、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、感染

症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 青 森

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活動も感染症の影響が

みられるものの、緩やかに持ち直している。雇用情勢は感染症の影響により弱い動きとなっている。

➣ 岩 手

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活動も感染症の影響が

みられるものの、緩やかに持ち直している。雇用情勢は感染症の影響により弱い動きとなっている。

➣ 宮 城

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活動も感染症の影響が

みられるものの、緩やかに持ち直している。雇用情勢は感染症の影響により弱い動きとなっている。

➣ 秋 田

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつあり、生産活動も感染症の影響

がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は感染症の影響により弱い動きとなっている。

➣ 山 形

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活動は感染症の影響が

みられるものの、持ち直しつつある。雇用情勢は感染症の影響により弱い動きとなっている。

➣ 福 島

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるなか、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち

直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活

動は感染症の影響がみられるものの、持ち直しつつある。雇用情勢は一部に下げ止まりの動きがみられるものの、感染

症の影響により弱い動きとなっている。

関東財務局

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかになってい

る

個人消費は、スーパー販売額、ドラッグストア販売額が前年を上回っているものの、宿泊や飲食サービスが足下で弱含

んでいるなど、感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、感染症の影響がみ

られるものの、生産用機械、輸送機械、電気機械が増加しているなど、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、感染

症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 茨 城

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるものの、一部に持ち直しの動きがみられる

個人消費は、感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影響がみ

られるものの、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、感染症の影響により、弱含んでいる。

➣ 栃 木

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかになってい

る

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、新型コロナウイルス感

染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 群 馬

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、持ち直している。生産活動は、感染症の影響がみら

れるものの、持ち直しの動きがみられる。また、雇用情勢は、感染症の影響により、下げ止まりの兆しがみられるもの

の、弱い動きとなっている。

➣ 埼 玉

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかになってい

る

個人消費は、感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、感染症の影響がみら

れるものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 千 葉

新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつあ

る

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直している。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響

により、弱い動きとなっている。

➣ 東 京

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるなか、足下で弱含んでいる

個人消費や産業活動は、新型コロナウイルス感染症の影響により、足下で弱含んでいる。雇用情勢は、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により、弱含んでいる。

➣ 神奈川

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかになってい

る

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、

感染症の影響がみられるものの、持ち直している。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 新 潟

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるものの、一部に持ち直しの動きがみられる

個人消費は、感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影響がみ

られるものの、持ち直しつつある。雇用情勢は、感染症の影響により、下げ止まりの兆しがみられるものの、弱い動き

となっている。

➣ 山 梨

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるものの、一部に持ち直しの動きがみられる

個人消費は感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 長 野

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるものの、一部に持ち直しの動きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響により、雇用情勢は、下げ止まりの兆しがみられるものの、弱い動きとなっている。

一方で、個人消費は、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつあり、生産活動は緩やかに持ち直しつつある。

北陸財務局

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるなか、一部に足踏みがみられるものの、緩やかに持

ち直しつつある

個人消費は、ドラッグストア販売、ホームセンター販売が順調となっており、家電大型専門店販売は緩やかに回復しつ

つある。また、百貨店・スーパー販売が緩やかに持ち直しつつあるなど、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳

しい状況にあるなか、一部に足踏みがみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、電子部品・デバイス

が持ち直しており、化学が拡大しているほか、生産用機械、金属製品が下げ止まっていることなどから、緩やかに持ち

直しつつある。雇用情勢は、一部に底堅さがみられるものの、弱い動きとなっている。

➣ 富 山

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるなか、一部に足踏みがみられるものの、緩やかに持

ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、一部に足踏みがみられるものの、緩やか

に持ち直しつつある。生産活動は持ち直しつつある。また、雇用情勢は一部に下げ止まりの兆しがみられるものの、弱

い動きとなっている。

➣ 石 川

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に

あるなか、一部に足踏みがみられるものの、緩やかに持

ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、一部に足踏みがみられるものの、緩やか

に持ち直しつつある。生産活動は下げ止まっている。また、雇用情勢は一部に底堅さがみられるものの、弱い動きと

なっている。

➣ 福 井

新型コロナウイルス感染症の影響により、一部では厳し

い状況が続いているものの、緩やかに持ち直しつつある

新型コロナウイルス感染症の影響により、一部では厳しい状況が続いているものの、個人消費は緩やかに持ち直しつつ

あるほか、生産活動は持ち直しつつある。また、雇用情勢は一部に底堅さがみられるものの、弱い動きとなっている。

東海財務局

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、一部に厳し

い状況があるものの、持ち直している

生産活動は自動車関連産業を中心に緩やかに回復している一方、個人消費は感染拡大の影響により、サービス消費を中

心に減少し、持ち直しの動きに一服感がみられる。こうしたなか、雇用情勢は弱い動きが続いている。

➣ 岐 阜

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、一部に厳し

い状況があるものの、持ち直している

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、個人消費は持ち直しの動きに一服感がみられるものの、生産活動は着実に

持ち直している。こうしたなか、雇用情勢は弱い動きが続いている。

➣ 静 岡

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、一部に厳し

い状況があるものの、持ち直している。

個人消費は感染拡大の影響により、観光地への入込及び宿泊客数が弱含んでいるほか、百貨店販売で持ち直しの動きに

一服感がみられるなど、持ち直しのテンポが緩やかになっている。生産活動は輸送機械を中心に着実に持ち直してい

る。こうしたなか、雇用情勢は弱い動きが続いている。

➣ 愛 知

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、一部に厳し

い状況があるものの、持ち直している

生産活動は自動車関連産業を中心に緩やかに回復している一方、個人消費は感染拡大の影響により、サービス消費を中

心に減少し、持ち直しの動きに一服感がみられる。こうしたなか、雇用情勢は弱い動きが続いている。

➣ 三 重

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、一部に厳し

い状況があるなか、生産活動でも持ち直しの動きに一服

感がみられることから、全体でも持ち直しの動きに一服

感がみられる

個人消費は、感染拡大の影響により、持ち直しのテンポが緩やかになっており、生産活動は持ち直しの動きに一服感が

みられる。こうしたなか、雇用情勢は、有効求人倍率では底堅さがみられるものの、感染症の影響により、弱い動きが

続いている。

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。

- 4 -



総括判断（３年１月判断）

前回と

の比較

総括判断の要点

近畿財務局

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある

個人消費は、感染症の再拡大の影響により、旅行取扱など一部に弱さがみられるなど、持ち直しに向けたテンポが緩やかに

なっている。生産活動は、汎用・業務用機械や輸送機械等が上昇しているなど持ち直しつつある。雇用情勢は、感染症の影

響により弱い動きとなっている。

➣ 滋 賀

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るものの、持ち直しつつある

個人消費は一部に弱さがみられるものの緩やかに持ち直しており、生産活動は持ち直している。雇用情勢は弱い動きとなっ

ている。

➣ 京 都

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある

個人消費は持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は弱い動きと

なっている。

➣ 大 阪

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある

個人消費は持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は持ち直しつつある。雇用情勢は弱い動きとなってい

る。

➣ 兵 庫

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある

個人消費は持ち直しのテンポが緩やかになっている。生産活動は持ち直しつつある。雇用情勢は弱い動きとなっている。

➣ 奈 良

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある

個人消費は一部に弱さがみられるものの持ち直しつつあり、生産活動は下げ止まりの動きがみられる。雇用情勢は弱い動き

となっている。

➣ 和歌山

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある

個人消費は一部に弱さがみられるものの持ち直しつつあり、生産活動は持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は弱い動きと

なっている。

中国財務局

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に足踏みがみられるものの、持ち直しの動き

が続いている

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、足下では一部に足踏みがみられるものの、ドラッグストア販売や

ホームセンター販売が好調であるなど、緩やかに持ち直している。生産活動は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられ

るものの、輸送機械や鉄鋼が増加しているなど、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影

響により、弱含んでいる。

➣ 鳥 取

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。生産活動

は新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直している。雇用情勢は新型コロ

ナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 島 根

復調の動きが続いているが、新型コロナウイルス感染症の

拡大に伴い、一部に陰りがみられる

生産活動は感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。一方、個人消費は復調の動きが続いているが、感

染症の拡大に伴い一部に陰りがみられ、雇用情勢は感染症の影響により弱含んでいる。

➣ 岡 山

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。生産活

動は、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられ、弱含ん

でいる。

➣ 広 島

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に足踏みがみられるものの、持ち直しの動き

が続いている

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、足下では一部に足踏みがみられるものの、緩やかに持ち直してい

る。生産活動は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、新型コロ

ナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる。

➣ 山 口

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活動

は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、新型コロナウイルス感

染症の影響により、弱い動きがみられる。

四国財務局

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある

個人消費は、観光等が足下で急速に弱まっているものの、スーパーが堅調であるほか、家電大型専門店等が順調となってい

ることから、全体としては感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、輸

送機械が弱い動きとなっているものの、窯業・土石が持ち直しつつあるほか、電気機械で緩やかに持ち直しつつあることか

ら、全体としては下げ止まっている。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 徳 島

新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に弱さがみ

られるなど、厳しい状況にあるものの、緩やかに持ち直し

つつある

個人消費は、感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影響

が残るものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 香 川

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある

個人消費は、感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、下げ止まってい

る。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 愛 媛

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は、感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、下げ止まりの動

きがみられる。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 高 知

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある

個人消費は、感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、下げ止まってい

る。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

九州財務局

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、百貨店・スーパー販売が前年を下回り、宿泊者数が厳しい状況と

なっているなど、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、感染症の影響がみられるものの、緩やかに

持ち直しつつある。雇用情勢は、有効求人倍率が横ばいで推移しているなど、一部に底堅さがみられるものの、感染症の影

響により弱い動きとなっている。

➣ 熊 本

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、百貨店・スーパー販売が前年を下回り、宿泊者数が厳しい状況と

なっているなど、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、感染症の影響がみられるものの、緩やかに

持ち直しつつある。雇用情勢は、有効求人倍率が横ばいで推移しているなど、一部に底堅さがみられるものの、感染症の影

響により弱い動きとなっている。

➣ 大 分

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている

個人消費は、ドラッグストア販売額やホームセンター販売額などは前年を上回っているものの、足下では観光関連が厳しい

状況となっているなど、新型コロナウイルス感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活

動は、感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しているほか、雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっ

ている。

➣ 宮 崎

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている

個人消費は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、百貨店・スーパー販売などで前年を下回っているほか、足下でレ

ジャー・観光施設の入場者数及び宿泊者数が減少していることなどから、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。

生産活動は、感染症の影響がみられるものの、食料品工業やその他工業を中心に緩やかに持ち直しつつあるほか、雇用情勢

は、感染症の影響により、弱い動きが続いている。

➣ 鹿児島

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直し

つつある

個人消費は、足下で宿泊者数等に落ち込みがみられる一方、新車販売が前年を上回っていることや巣ごもり需要による動き

がみられることなどから、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直しつつ

ある。生産活動は、一部に持ち直しの動きがみられるものの、感染症の影響により、一進一退の状況にある。雇用情勢は、

感染症の影響により、弱い動きが続いている。

福岡財務支局

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直し

つつある

個人消費は、百貨店販売で新型コロナウイルス感染症再拡大による来店客数の減少により前年を下回っているなど、持ち直

しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、自動車向けを中心に持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、弱い

動きとなっている。

➣ 福 岡

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直し

つつある

個人消費は、百貨店販売で新型コロナウイルス感染症再拡大による来店客数の減少により前年を下回っているなど、持ち直

しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、自動車向けを中心に持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、弱い

動きとなっている。

➣ 佐 賀

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直し

つつある

個人消費は、百貨店・スーパー販売額等は前年を上回っているものの、新型コロナウイルス感染症の影響により足下では来

店客数が減少しているなど、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、前年を下回っているものの、持

ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、弱い動きとなっている。

➣ 長 崎

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている

個人消費は、新型コロナウイルス感染症再拡大の影響により、足下では来店客や観光客が減少しているなど、持ち直しに向

けたテンポが緩やかになっている。生産活動は横ばいの状況にあり、雇用情勢は同感染症の影響により、弱い動きとなって

いる。

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている

個人消費は、百貨店・スーパーやコンビニエンスストアの販売額が減少するなど、感染症の影響がみられるものの、食料品

が引き続き堅調に推移するなど、持ち直しの動きがみられる。観光は、入域観光客数が大幅に減少するなど、感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、足下では急速に弱まっている。雇用情勢は、有効求人倍率などに下げ止まりの動きがみら

れるものの、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。
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１．総論 

【総括判断】「新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にある 

なか、観光が弱まっており、持ち直しに向けたテンポが緩 

やかになっている」 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影

響により厳しい状況にあるもの

の、一部に持ち直しの動きがみら

れる 

新型コロナウイルス感染症の影

響により厳しい状況にあるなか、

観光が弱まっており、持ち直しに

向けたテンポが緩やかになって

いる 

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、感染症再拡大に伴う自粛の影響がみられるものの、スーパー販売や家電販売が堅調に推移

しており、総じてみれば持ち直しの動きが続いている。生産活動は、一進一退の状況にある。雇用情勢は、

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている。観光は、新型コロナウイルス感染症の

影響により、弱まっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

個人消費 

新型コロナウイルス感染症の影響により一

部に弱さがみられるものの、持ち直しの動き

がみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響により一部

に弱さがみられるものの、持ち直しの動きが

みられる 

生産活動 一進一退の状況にある 一進一退の状況にある 

雇用情勢 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 

設備投資 
２年度は前年度を下回る見込み ２年度は減少見込み 

観光 

新型コロナウイルス感染症の影響により厳

しい状況にあるものの、持ち直しの動きがみ

られる 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

まっている 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

企業の 

景況感 

「下降」超幅が縮小 「下降」超となっている 

住宅建設 一進一退の状況にある 一進一退の状況にある 

公共事業 前年を下回る 前年を下回る 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策の効果もあって、持ち直していくこと

が期待される。ただし、感染拡大による地域経済の下振れリスクの高まりに十分注意する必要がある。 

北海道財務局
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２．各論 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響により一部に弱さがみられるものの、持ち直しの動 

きがみられる」 

スーパー販売は、主力の食料品が生鮮食品を中心に堅調に推移しており、緩やかに持ち直している。コ

ンビニエンスストア販売は、感染症の影響による需要変動がみられるなか、前年を下回る傾向にあるもの

の、総菜や冷凍食品が好調に推移するなど、持ち直しつつある。乗用車販売は、小型車の動きが鈍いもの

の、新型車効果などから普通車、軽自動車が堅調に推移しており、持ち直しつつある。ドラッグストア販

売は、予防商品などが堅調であるものの、化粧品需要の減少やインバウンド消費が剥落した影響がみられ

るなど、一進一退の状況にある。百貨店販売は、インバウンド消費剥落のほか、感染症再拡大に伴う外出

自粛傾向の高まりなどにより、弱含んでいる。家電販売は、巣ごもり需要により生活家電などが堅調に推

移しており、持ち直している。ホームセンター販売は、ＤＩＹ用品やインテリア用品などが堅調に推移し

ており、足下では季節商品が好調であることから、前年を上回っている。 

このように、個人消費は全体として、新型コロナウイルス感染症の影響により一部に弱さがみられるも

のの、持ち直しの動きがみられる。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 感染症が再拡大するなか、生鮮食品のほか、加工食品・冷凍食品が伸長し、全体としては堅調である。ただし年始におい

ては、外出自粛の影響から、衣料品が特に悪い。（スーパー） 

➢ 消費者行動の変化について、例えば、エリア別には住宅街の店舗、商品別には総菜等が好調であり、曜日別には休日の来

店頻度が減少するなどの特徴がみられており、対応する取組を実施している。（コンビニエンスストア） 

➢ 雪道走行に強いＳＵＶの燃費性能を改良した新型車を発売したところ人気が出ている。（乗用車販売店） 

➢ 感染症再拡大後は、まとめ買い傾向により消耗品類が伸長している。他方で食料品については、生鮮食品の取扱いが少な

いからか、その傾向は弱い。（ドラッグストア） 

➢ 衣料品に関して、イベント・旅行等の自粛に伴う需要の減少がみられるとともに、アパレル業界側の事情から、テナント

数や新作商品の入荷も減少してきている。（百貨店） 

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、加湿器・空気清浄機が好調で、商品によっては欠品状態が続いている。 

 （家電量販店） 

➢ 感染症再拡大の影響により、忘年会など１０名を超える利用が全くないほか、個人客も大きく減少し、売上は平常時と

比較して７割程度減少している。（飲食サービス） 

 生産活動 「一進一退の状況にある」 

生産活動は、「化学・石油石炭製品」などで定期修理等の終了に伴い増加しているほか、「電気機械」な

どで増加している。また、「輸送機械」は横ばいとなっている。一方、足下では「パルプ・紙・紙加工品」

などが減少しており、全体では一進一退の状況にある。 

➢ 車載向けの半導体は幅広い種類に対し安定した需要があるため、工場の再開に伴って需要が回復してきている。 

 （電気機械） 

➢ 需要は例年の８割程度まで回復しているものの、そこから頭打ちの状況が続いている。（輸送機械） 

➢ 印刷用紙は、電子書籍の普及等に伴って漫画や雑誌を紙面で読むことがなくなってきており、需要が減少している。 

 （パルプ・紙・紙加工品） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率は、令和２年１月以降１１か月連続して前年を下回っている。なお、完全失業率は前年を

上回っている。 

➢ 正社員の削減を回避しながらも人件費を抑えることで新型コロナウイルス感染症に対応してきたが、ＧｏＴｏトラベルが

停止となり一段と厳しい経営となった。このため、冬季ボーナスの全額カットを実施し、更に基本給見直しの可能性を検討

している。（宿泊業） 

➢ 雇用調整助成金では、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い相談件数が増加しており、今後、申請件数が増加するので

ないか。（公的機関） 

➢ 技術職が不足しており、随時、募集を行っているものの、建設業を敬遠する傾向がみられ充足しない状況が続いている。

（建設業） 

  

北海道財務局
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 設備投資 「２年度は減少見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、「輸送用機械器具」などが減少していることから、全体では減少見込みとなっている。

○ 非製造業では、「学術研究、専門・技術サービス業」などが減少していることから、全体では減少見込みと

なっている。 

➢ 前年度は新建屋の建設など大規模投資を実施した。今年度は前年度の継続投資を行うものの、新規の投資予定はない。

（金属製品） 

➢ 工事が遅れたため、計画の一部が実施できず設備投資額が減少している。（学術研究、専門・技術サービス業）

 観光 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱まっている」 

○ 観光は、新型コロナウイルス感染症の影響により、来道客数、外国人入国者数ともに、前年を大幅に下回っ

ており、弱まっている。 

➢ 感染再拡大、ＧｏＴｏトラベルの停止を受け、客室稼働率が低下している。当ホテルの宿泊層は過半数が道外客であり、

その中でも東京から訪れるお客様の割合は高いため、首都圏の緊急事態宣言発出の影響は大きい。（宿泊業） 

➢ 冬季の観光については、近年インバウンド比率が高まりつつあったことから、その消失は非常に手痛い。（一般社団法人） 

➢ 明るい話題がない。さっぽろ雪まつりの開催中止が決定し、イベントもない寒い北海道をわざわざ訪れる人は少ないため、

厳しい状況になることが見込まれる。（宿泊業） 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、「電気機械器具」などが減益となっていることから、全体では減益見込みとなっている。

○ 非製造業では、「宿泊業、飲食サービス業」などが減益となっていることから、全体では減益見込みとなっ

ている。 

 企業の景況感 「「下降」超となっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 企業の景況感を当局の法人企業景気予測調査（２年１０－１２月期）でみると、企業の景況判断ＢＳＩ（全

産業）は、「下降」超となっている。 

なお、先行きは、「下降」超で推移する見通しとなっている。 

 住宅建設 「一進一退の状況にある」 

○ 住宅建設は、持家は前年を下回っているものの、貸家、分譲住宅は前年を上回っていることから、全体では前年

を上回っており、一進一退の状況にある。 

➢ 注文住宅では、新型コロナウイルス感染症による経済見通しの不安から、契約を取り止めたり建築の時期を延期したケー

スがみられた。（不動産業） 

➢ 貸家は、アパートローンの審査厳格化の影響が一巡したことから前年を上回っている。（専門調査機関）

➢ 分譲戸建は、主要購買層である若年層が、モノを買う感覚で住宅を購入する傾向がみられ、価格の安さもあって伸びてい

る。（専門調査機関） 

 公共事業 「前年を下回る」 

○ 公共事業を前払金保証請負金額でみると、第３四半期は、国、独立行政法人等、北海道、市町村ともに前年

を下回っている。 

 金融 「貸出金残高は前年を上回る」 

 企業倒産 「前年を下回る」 

 消費者物価 「前年を下回る」 

北海道財務局
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳

しい状況にあるものの、緩やかに持ち直しつつある」 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

緩やかに持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

緩やかに持ち直しつつある 

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活

動は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、電子部品・デバイスが自動車向けなどで好

調となっているほか、輸送機械が需要回復等により受注増となっているなど、緩やかに持ち直している。

雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

個人消費 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直している 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直している 

生産活動 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる

ものの、足下では緩やかに持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直している 

雇用情勢 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 

設備投資 ２年度は減少見込み ２年度は減少見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

企業の 

景況感 

「下降」超幅が縮小 「上昇」超に転じている 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 

公共事業 前年度を上回っている 前年度を上回っている 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策の効果もあって、持ち直しの動

きが続くことが期待される。ただし、感染症拡大による社会経済活動への影響が地域経済を下振れ

させるリスクに十分注意する必要がある。 

東北財務局
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２．各論 

  個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している」 

スーパー販売は飲食料品が好調となっていることから、前年を上回っている。百貨店販売は衣料品が低

調となっていることなどから、前年を下回っている。コンビニエンスストア販売は前年を下回っている。

ドラッグストア販売は新規出店効果のほか、衛生用品等が好調となっていることから、前年を上回ってい

る。ホームセンター販売は園芸用品や家電などが堅調となっており、前年並みとなっている。家電販売は

テレビや空気清浄機などが堅調となっており、前年並みとなっている。乗用車販売は新型車効果等により、

前年を上回っている。旅行は国内について持ち直しの動きがみられたものの、厳しい状況が続いている。

このように、個人消費は、感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 家庭での食事の機会が増え、多くの品目で好調となっている。また、感染症の再拡大により、まとめ買いの傾向が強くな

っている。（スーパー、大企業） 

➢ 外出機会の減少などから、衣料品や化粧品が低調となっており、売上は前年を下回っている。（百貨店）

➢ 在宅時間増加傾向から、冷凍食品、デザートが好調となっている。（コンビニエンスストア、大企業）

➢ 感染症予防対策から、マスク着用の生活が定着したため、衛生用品が好調となっている。（ドラッグストア、大企業）

➢ 在宅時間の増加により家電等に目が行くためか、テレビ、洗濯機等が好調なほか、コロナ対策商品の加湿器や空気清浄

機も売れるなど、前期から好調が続いている。（家電量販店、大企業） 

➢ 新型車効果により、客数・受注・販売ともに持ち直している。（自動車販売、大企業）

➢ ＧｏＴｏトラベル事業の対象拡大などにより申し込みが増加していたが、感染症拡大に伴う事業の一時停止により、キャ

ンセルが相次いでいる。（旅行代理店、大企業） 

  生産活動 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している」 

電子部品・デバイスはスマートフォン向けや自動車向けなどで好調となっている。輸送機械は国内外の

需要回復に加え、新型車効果もあり、受注が増加している。生産用機械は海外の半導体メーカーで設備投

資の動きがみられることなどから、足下での生産量は増加している。このように、生産活動は、感染症の

影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。 

➢ 新製品の市場投入により、スマートフォン向けの生産量が急激に伸びており、フル操業で生産している。（電子部品・デ

バイス、大企業） 

➢ 世界的な自動車需要の回復により自動車向けの受注が増加しており、休日返上で製造ラインを稼働させている。（電子部

品・デバイス、中堅企業） 

➢ 完成車工場の生産量回復と北米向けの販売が好調であることから、操業度は８割程度まで回復している。（輸送機械、中

小企業） 

➢ 新車需要が回復しているほか、新型車効果による受注増もあり、好調を維持している。（輸送機械、大企業）

➢ 半導体需要の増加を背景に海外メーカーが設備投資を増やす動きがみられ、生産量も高水準となっている。（生産用機械、

中堅企業） 

➢ 中国経済の回復が早く、中国向けは既に前年並みとなっており、更に伸びていく見込みである。（生産用機械、大企業）

➢ 感染症の影響により内食向けは増加しているものの、全体の２割を占める外食向けが落ち込んでおり、生産量は減少して

いる。（食料品、中小企業） 

  雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

雇用情勢は、有効求人倍率が上昇しているものの、感染症の影響により新規求人数が小売業や宿泊・飲食

業等で減少しているなど、弱い動きとなっている。 

➢ 有効求人数が経済活動の再開により徐々に増加しており、有効求職者数の増加率を上回り、有効求人倍率の上昇となっ

た。（公的機関） 

➢ 観光やイベントの自粛に伴い新規求人数が伸び悩んでいたなか、クラスターが複数発生したことで更に求人が減少した。

（公的機関） 
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 設備投資 「２年度は減少見込み」（全産業） 「法人企業景気予測調査」 ２年１０－１２月期 

○ 製造業では、非鉄金属等で増加見込みとなっているものの、輸送用機械、情報通信機械等で減少見込みと

なっていることから、全体では減少見込みとなっている。 

○ 非製造業では、電気・ガス・水道等で減少見込みとなっているものの、小売、金融・保険等で増加見込み

となっていることから、全体では増加見込みとなっている。 

➢ 不急の投資を先送りにしたことにより減少する見込み。（輸送用機械、大企業）

➢ 物流施設の建設費用により増加する見込み。（小売、大企業）

 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業） 「法人企業景気予測調査」 ２年１０－１２月期 

○ 製造業では、食料品等で増益見込みとなっているものの、輸送用機械等で赤字転化見込み、情報通信機械等で減

益見込みとなっていることから、全体では減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、小売等で増益見込みとなっているものの、宿泊・飲食、運輸・郵便等で赤字転化見込みとなってい

ることから、全体では減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『上昇』超に転じている」（全産業） 「法人企業景気予測調査」 ２年１０－１２月期 

○ 現状（２年１０－１２月期）は「上昇」超に転じている。先行きは「下降」超に転じる見通しとなっている。

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、持家が前年を上回っているものの、貸家、分譲が前年を下回っていることから、

全体としては前年を下回っている。 

 公共事業 「前年度を上回っている」 

○ 前払金保証請負金額は、国を中心として前年度を上回っている。

 消費者物価 「前年を下回っている」 

 金融 「貸出金残高は、前年を上回っている」 

 企業倒産 「件数、負債総額とも前年を下回っている」 

 

３．各県の総括判断 

前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断の要点 

青森県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影

響がみられるものの、緩やかに持ち直して

おり、生産活動も感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直している。雇用情勢

は感染症の影響により弱い動きとなってい

る。 

岩手県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影

響がみられるものの、緩やかに持ち直して

おり、生産活動も感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直している。雇用情勢

は感染症の影響により弱い動きとなってい

る。 

宮城県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影

響がみられるものの、緩やかに持ち直して

おり、生産活動も感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直している。雇用情勢

は感染症の影響により弱い動きとなってい

る。 

秋田県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、一部に持ち直しの動き

がみられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影

響がみられるものの、緩やかに持ち直しつ

つあり、生産活動も感染症の影響がみられ

るものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用

情勢は感染症の影響により弱い動きとなって

いる。 

山形県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影

響がみられるものの、緩やかに持ち直して

おり、生産活動は感染症の影響がみられる

ものの、持ち直しつつある。雇用情勢は感染

症の影響により弱い動きとなっている。 

福島県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

なか、一部に弱さがみられるも

のの、緩やかに持ち直しつつあ

る 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影

響により、一部に弱さがみられるものの、緩

やかに持ち直しており、生産活動は感染症

の影響がみられるものの、持ち直しつつあ

る。雇用情勢は一部に下げ止まりの動きがみ

られるものの、感染症の影響により弱い動き

となっている。 
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳し

い状況にあるなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっ

ている」 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、持

ち直しに向けたテンポが緩やかに

なっている 

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、スーパー販売額、ドラッグストア販売額が前年を上回っているものの、宿泊や飲食サービスが

足下で弱含んでいるなど、感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、

感染症の影響がみられるものの、生産用機械、輸送機械、電気機械が増加しているなど、緩やかに持ち直しつ

つある。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

個人消費 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるも

のの、持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響により、持ち

直しに向けたテンポが緩やかになっている 

生産活動 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるも

のの、緩やかに持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるも

のの、緩やかに持ち直しつつある 

雇用情勢 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い

動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い

動きとなっている 

設備投資 

２年度は増加見込みとなっている(全規模・全産

業ベース) 

２年度は減少見込みとなっている(全規模・全産

業ベース) 

企業収益 

２年度は減益見込みとなっている(全規模ベー

ス) 

２年度は減益見込みとなっている(全規模ベー

ス) 

企業の 

景況感 

「下降」超となっている（全規模・全産業ベー

ス） 

「上昇」超となっている（全規模・全産業ベー

ス） 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 

公共事業 前年を上回っている 前年を上回っている 

輸出 前年を下回っている 前年を下回っている 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直

しに向かうことが期待される。ただし、感染拡大が地域経済に与える影響に十分注意する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている」 

スーパー販売額、ドラッグストア販売額などは前年を上回っている。百貨店販売額、コンビニエンスストア

販売額は前年を下回っている。乗用車の新車登録届出台数は、普通車、小型車、軽乗用車いずれも前年を上回

っている。宿泊や飲食サービスなどは、持ち直しの動きが続いていたものの、足下で弱含んでいる。 

このように個人消費は、感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 感染症の影響により外食が控えられているなか、クリスマスケーキやおせちなどイベント関連の売上が好調だったほか、寿司や

焼肉用の肉では普段より上質なものが売れている。（スーパー、大企業） 

➢ 年末の家ナカの暮らしを充実させたいニーズが力強く、おせちやお歳暮が好調。ただし、１１月後半から感染症再拡大の影響で

客数が減少傾向にある。（百貨店、大企業） 

➢ これまで落ち込みの大きかったビジネス街などに立地している店舗でも客足が戻ってきていたものの、感染再拡大やＧｏＴｏキ

ャンペーンの一時停止を受け、足下では再び来店客数が減少している。（コンビニエンスストア、大企業） 

➢ コロナ関連でマスクや消毒液などが引き続き売れている反面、マスクや手洗いの浸透により、風邪薬の売上が減っている。（ドラ

ッグストア、大企業） 

➢ 感染症の影響でメーカーから販売店への納品に遅れが生じ、売上につながらない状況が続いていたが、その状況も回復して、新

車販売は前年同期を上回るなど、堅調に推移している。（自動車販売、中小企業） 

➢ ＧｏＴｏキャンペーンの効果もあり、１０月以降、国内旅行に動きがみられたが、感染者が増加してきた１１月下旬から徐々に

旅行を控える動きが出始め、ＧｏＴｏトラベルの一時停止を受け、キャンセルの動きが加速した。（旅行、大企業） 

➢ コロナ第３波の影響で忘・新年会が全てキャンセルとなったほか、足下では緊急事態宣言の再発令を受け、新規予約が全く入らな

くなった。客室稼働率は１割に満たない日もある。（宿泊、中小企業） 

➢ １２月の売上は前年比６～７割となっていたものの、年明けの売上はほぼゼロとなっており、緊急事態宣言のもと１月８日から

２月７日まで休業することにした。（飲食サービス、中小企業） 

 生産活動 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある」 

生産を業種別にみると、生産用機械、輸送機械、電気機械などが増加しており、全体としては、感染症の影

響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。 

なお、非製造業では、リース業の取扱高は前年を上回っており、情報サービス業及び広告業の売上高は前年

を下回っている。 

➢ 半導体製造装置は、国内をはじめ、中国や韓国、台湾でデータセンター、ＰＣ等の情報通信機器向けで需要が拡大し堅調。今後

も５Ｇ関連の需要が拡大していくことが見込まれる。（生産用機械、大企業） 

➢ 感染症の影響によって生じた減産分の挽回生産に加え、新型車のスタートダッシュ効果もあり、フル操業の状態だったが、足下

では半導体不足の影響により生産調整を行っている。（輸送機械、大企業） 

➢ １０～１２月における主力の家電製品の生産動向は、外出自粛・在宅勤務など巣ごもり需要の拡大を背景に、ほぼ前年並まで回

復した。（電気機械、大企業） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

完全失業率は低下しているものの、有効求人倍率も低下しているなど、雇用情勢は、感染症の影響により、

弱い動きとなっている。 

➢ 感染症の影響で生産がまだ完全には戻っておらず、現在でも従業員を交替で休ませているため、雇用調整助成金の特例措置期限

延長には大変助けられている。（製造業、大企業） 

➢ 感染症の影響で閉店が多くなっているため、雇用調整助成金を活用して従業員の一時帰休を実施している。（飲食サービス、大企

業） 

 設備投資 「２年度は減少見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、情報通信機械などで増加見込みとなっているものの、生産用機械、自動車・同附属品などで減少見込みと

なっていることから、全体では前年比３．９％の減少見込みとなっている。 

○ 非製造業では、金融業、保険業などで増加見込みとなっているものの、運輸業、郵便業、リース業などで減少見込みと

なっていることから、全体では同４．９％の減少見込みとなっている。 

○ 全産業では、同４．６％の減少見込みとなっている。

➢ コロナ禍における業績を踏まえ、コスト削減のため、不要不急の設備投資は来期に先送りしたことから減少見込み。（生産用機

械、大企業） 

➢ 感染症の影響で利用客が減少しているなど、厳しい経営環境であることから、設備投資を抑制しており減少見込み。（運輸業、大

企業） 

 企業収益 「２年度は減益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、石油製品・石炭製品などで増益見込みとなっているものの、化学、情報通信機械などで減益見込み

となっていることから、全体では前年比２９．９％の減益見込みとなっている。 

○ 非製造業（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）では、卸売業などで増益見込みとなっているものの、
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運輸業、郵便業、学術研究、専門・技術サービス業などで減益見込みとなっていることから、全体では同２５．９％

の減益見込みとなっている。 

○ 全産業（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）では、同２７．２％の減益見込みとなっている。

 企業の景況感 「『上昇』超となっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 大企業は「上昇」超幅が拡大し、中堅企業は「上昇」超に転じ、中小企業は「下降」超幅が縮小している。

先行きについては、全規模・全産業ベースで３年１－３月期に「下降」超に転じる見通しとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、持家、貸家、分譲住宅いずれも前年を下回っており、全体として前年を下回っている。

➢ 都心・駅近など要件の良い分譲地の取得が困難になっており、土地の仕入れを積極的に行っていないことから、目玉となる大型

分譲の販売がなく前年比マイナスで推移している。（建設、大企業） 

➢ 感染症の再拡大に伴い、住宅展示場の来場者数が減少してきている。（建設、中小企業）

 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 前払金保証請負金額をみると、国、独立行政法人等、都道府県は前年を下回っているものの、市区町村、地方公社・そ

の他は前年を上回っており、全体として前年を上回っている。 

 輸出 「前年を下回っている」 

○ 通関実績（円ベース、東京税関と横浜税関の合計額）でみると、輸出は前年を下回っている。

なお、輸入も前年を下回っている。 

 倒産 「企業倒産は、件数、負債総額ともに前年を下回っている」 

３．各都県の総括判断 

前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断の要点 

埼玉県 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、厳しい状況にあるものの、持ち直し

の動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、持

ち直しに向けたテンポが緩やかに

なっている 

個人消費は、感染症の影響により、持ち直しに

向けたテンポが緩やかになっている。生産活動

は、感染症の影響がみられるものの、緩やかに

持ち直しつつある。雇用情勢は、感染症の影響

により、弱い動きとなっている。 

千葉県 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、厳しい状況にあるものの、持ち直し

の動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により厳しい状況にあるなか、一

部に弱さがみられるものの、持ち

直しつつある 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響

により、持ち直しに向けたテンポが緩やかにな

っている。生産活動は、新型コロナウイルス感

染症の影響がみられるものの、持ち直してい

る。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の

影響により、弱い動きとなっている。 

東京都 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、厳しい状況にあるものの、下げ止ま

っており、横ばいの状況にある 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、足

下で弱含んでいる 

個人消費や産業活動は、新型コロナウイルス感

染症の影響により、足下で弱含んでいる。雇用

情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、弱含んでいる。 

神奈川県 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、厳しい状況にあるものの、持ち直し

の動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、持

ち直しに向けたテンポが緩やかに

なっている 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響

により、持ち直しに向けたテンポが緩やかにな

っている。生産活動は、感染症の影響がみられ

るものの、持ち直している。雇用情勢は、感染

症の影響により、弱い動きとなっている。 

茨城県 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、厳しい状況にあるものの、一部に持

ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

一部に持ち直しの動きがみられる 

個人消費は、感染症の影響により、一部に弱さ

がみられるものの、持ち直しつつある。生産活

動は、感染症の影響がみられるものの、持ち直

しの動きがみられる。雇用情勢は、感染症の影

響により、弱含んでいる。 

栃木県 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、厳しい状況にあるものの、持ち直し

の動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、持

ち直しに向けたテンポが緩やかに

なっている 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響

により、持ち直しに向けたテンポが緩やかにな

っている。生産活動は、新型コロナウイルス感

染症の影響がみられるものの、持ち直しの動き

がみられる。雇用情勢は、新型コロナウイルス

感染症の影響により、弱い動きとなっている。 

群馬県 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、厳しい状況にあるものの、持ち直し

の動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

持ち直しの動きがみられる 

個人消費は、感染症の影響により、一部に弱さ

がみられるものの、持ち直している。生産活動

は、感染症の影響がみられるものの、持ち直し

の動きがみられる。また、雇用情勢は、感染症

の影響により、下げ止まりの兆しがみられるも

のの、弱い動きとなっている。 

新潟県 

新型コロナウイルス感染症の影響が続

いているものの、一部に持ち直しの動

きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

一部に持ち直しの動きがみられる 

個人消費は、感染症の影響により、一部に弱さ

がみられるものの、持ち直しつつある。生産活

動は、感染症の影響がみられるものの、持ち直

しつつある。雇用情勢は、感染症の影響によ

り、下げ止まりの兆しがみられるものの、弱い

動きとなっている。 

山梨県 

新型コロナウイルス感染症の影響がみ

られるものの、一部に持ち直しの動き

がみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

一部に持ち直しの動きがみられる 

個人消費は感染症の影響により、持ち直しに向

けたテンポが緩やかになっている。生産活動は

感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち

直しつつある。雇用情勢は感染症の影響によ

り、弱い動きとなっている。 

長野県 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、厳しい状況にあるものの、一部に持

ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

一部に持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響により、雇用

情勢は、下げ止まりの兆しがみられるものの、

弱い動きとなっている。一方で、個人消費は、

一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつあ

り、生産活動は緩やかに持ち直しつつある。 

関東財務局
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、

厳しい状況にあるなか、一部に足踏みがみられるものの、

緩やかに持ち直しつつある」 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、厳しい状況が続いているものの、一

部では緩やかに持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響に

より、厳しい状況にあるなか、一部に

足踏みがみられるものの、緩やかに

持ち直しつつある 

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、ドラッグストア販売、ホームセンター販売が順調となっており、家電大型専門店販売は

緩やかに回復しつつある。また、百貨店・スーパー販売が緩やかに持ち直しつつあるなど、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、一部に足踏みがみられるものの、緩やかに持ち

直しつつある。生産活動は、電子部品・デバイスが持ち直しており、化学が拡大しているほか、生産用

機械、金属製品が下げ止まっていることなどから、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、一部に底

堅さがみられるものの、弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

個人消費 

新型コロナウイルス感染症の影響により、

厳しい状況が続いているものの、緩やかに

持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響により、

厳しい状況にあるなか、一部に足踏みがみ

られるものの、緩やかに持ち直しつつある 

生産活動 下げ止まっている 緩やかに持ち直しつつある 

雇用情勢 

新型コロナウイルス感染症の影響により、

弱い動きとなっている 

一部に底堅さがみられるものの、新型コロ

ナウイルス感染症の影響により、弱い動き

となっている 

設備投資 ２年度は減少見込みとなっている ２年度は減少見込みとなっている 

企業収益 ２年度は減益見込みとなっている ２年度は減益見込みとなっている 

住宅建設 弱い動きとなっている 弱い動きとなっている 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策の効果もあって、厳しい状況から持

ち直しに向かうことが期待される。ただし、感染症拡大による社会経済活動への影響が地域経済を下振

れさせるリスクに十分注意する必要がある。 

北陸財務局
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２．各論 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、一部に足踏みが 

みられるものの、緩やかに持ち直しつつある」 

百貨店・スーパー販売は、百貨店では衣料品の動きが鈍いものの、高額品に動きがみられることなど

から前年を上回っている。スーパーでは飲食料品に動きがみられることから、前年を上回っている。以

上のような状況を踏まえると、緩やかに持ち直しつつある。コンビニエンスストア販売は、米飯類等の

動きが鈍いことなどから、低調となっている。ドラッグストア販売は、飲食料品等に動きがみられるこ

とに加え、新規出店効果がみられることなどから、順調となっている。ホームセンター販売は、ＤＩＹ

用品や暖房器具等に動きがみられることから、順調となっている。家電大型専門店販売は、テレビや暖

房器具等に動きがみられることから、緩やかに回復しつつある。新車販売台数は、普通乗用車、小型乗

用車、軽乗用車ともに前年を上回っており、持ち直しつつある。主要観光地の入込客数及び主要温泉地

の宿泊客数は、前年を大幅に下回っている。旅行取扱実績は、国内旅行、海外旅行ともに厳しい状況が続

いている。以上のことから、個人消費については、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状

況にあるなか、一部に足踏みがみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 宝飾品や美術品など高額品の売れ行きが良く、旅行を控えて浮いたお金の使い道になっている。足下では、感染者数が

増加している影響で外出自粛ムードが高まっており、来店客数が減少している。（百貨店） 

➢ 感染者数の増加から内食需要が高まっており、鍋の食材やレトルト食品がよく売れている。（スーパー、大企業） 

➢ 外出を控える傾向から来店客数が減少しており、米飯類の動きが鈍い。（コンビニエンスストア、大企業） 

➢ 感染症対策として、引き続き衛生用品が売れているほか、足下では雪が降ったことにより除雪用品がよく売れている。

（ホームセンター、大企業） 

➢ 気温が低くなっていることからエアコンの売れ行きが良い。（家電大型専門店、中堅企業） 

➢ 新型車効果がみられ、受注・登録状況は回復傾向にある。（自動車販売店、中小企業） 

➢ １２月以降、予約のキャンセルが続いている。足下では新規予約もほとんど無く、再度の休館を予定している。（宿泊業、

中小企業） 

➢ 観光客の減少や忘新年会の需要がなくなり、売上が落ち込んでいる。（飲食サービス、大企業） 

 生産活動 「緩やかに持ち直しつつある」 

電子部品・デバイスは、スマートフォン向け等を中心に持ち直している。化学は、大宗を占める医薬

品が、後発医薬品を中心に拡大している。生産用機械は、金属加工機械を中心に下げ止まっている。金

属製品は、大宗を占めるアルミ建材で、住宅用を中心に下げ止まっている。繊維は、衣料向けは弱含ん

でいるものの、非衣料向けは持ち直しつつあることから、全体では下げ止まりつつある。以上のことか

ら、生産活動については、緩やかに持ち直しつつある。 

➢ スマートフォン向けの受注が旺盛で、生産水準もかなり高い。（電子部品・デバイス、中堅企業） 

➢ ファッション向けは引き続き厳しい状態が続いているが、非衣料向けでは、カーシート用が前年並みに近い水準に回復

している。（繊維、業界団体） 

➢ リフォーム需要の高まりにより、住宅用建材が回復している。（金属製品、大企業） 

 雇用情勢 「一部に底堅さがみられるものの、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動き   

となっている」 

有効求人倍率はこのところ上昇している。また、新規求人数、新規求職者数ともに前年を下回ってい

る。雇用保険受給者実人員は前年を上回っている。以上のことなどから、雇用情勢は、一部に底堅さが

みられるものの、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている。 

➢ 派遣需要について、１１月から足下にかけて前年を上回る需要にまで回復。自動車メーカーの生産が高水準となってお

り、その取引先である部品・産業機材メーカーへの派遣需要も高水準となっている。（職業紹介・労働者派遣業、中小企業） 

➢ 宿泊応援事業の効果もあって、人員が適正水準に戻りつつあり、パートを募集している旅館もあった。（観光協会） 

➢ 有効求人倍率が一端底を打ったが、先行きの不透明感は大きく、一進一退といった状況。（労働局） 
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 設備投資 「２年度は減少見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、化学工業などが増加となるものの、その他製造、情報通信機械器具などが減少となることか

ら、全体では減少見込みとなっている。 

○ 非製造業では、金融、保険などが増加となるものの、小売、不動産などが減少となることから、全体では 

減少見込みとなっている。 

➢ 昨年度に実施した新工場建設の反動減などにより減少見込み。（その他製造、大企業）  

➢ 昨年度に実施した食品加工・物流拠点整備の反動減などにより減少見込み。（小売、中堅企業） 

➢ 昨年度に実施した管理物件改装の反動減などにより減少見込み。（不動産、中堅企業） 

 企業収益 「２年度は減益見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、化学工業などが増益となるものの、生産用機械器具、その他製造などが減益となることから、

全体では減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、学術研究、専門・技術サービスなどが増益となるものの、運輸、郵便、建設などが減益と

なることから、全体では減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『上昇』超となっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 企業の景況判断ＢＳＩは、製造業、非製造業ともに「上昇」超となっている。なお、先行きは、全産業で

は３年１－３月期は「下降」超となる見通しとなっているものの、３年４－６月期は「上昇」超となる見通

しとなっている。 

 住宅建設 「弱い動きとなっている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、弱い動きとなっている。 

 公共事業 「前年を下回っている」 

○ 前払金保証請負金額でみると、前年を下回っている。 

 金融機関の貸出金 「前年を上回っている」 

○ 金融機関の貸出金は、前年を上回っている。 

 企業倒産 「前年を下回っている」 

○ 件数、負債総額ともに前年を下回っている。 

 消費者物価（金沢市、生鮮食品を除く総合） 「前年を下回っている」 

○ 消費者物価指数でみると、前年を下回っている。 

３．各県の総括判断 

 

前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断の要点 

石川県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況が続い

ているものの、一部では緩やか

に持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

なか、一部に足踏みがみられる

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあるなか、一部

に足踏みがみられるものの、緩やかに持ち

直しつつある。生産活動は下げ止まってい

る。また、雇用情勢は一部に底堅さがみら

れるものの、弱い動きとなっている。 

富山県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況が続い

ているものの、一部では緩やか

に持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

なか、一部に足踏みがみられる

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあるなか、一部

に足踏みがみられるものの、緩やかに持ち

直しつつある。生産活動は持ち直しつつあ

る。また、雇用情勢は一部に下げ止まりの

兆しがみられるものの、弱い動きとなって

いる。 

福井県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況が続い

ているものの、一部では緩やか

に持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、一部では厳しい状

況が続いているものの、緩やか

に持ち直しつつある 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により、

一部では厳しい状況が続いているものの、

個人消費は緩やかに持ち直しつつあるほ

か、生産活動は持ち直しつつある。また、

雇用情勢は一部に底堅さがみられるもの

の、弱い動きとなっている。 
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１．総論 

【総括判断】「新型コロナウイルス感染拡大の影響により、一部に厳し

い状況があるものの、持ち直している」

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、一部に厳しい状況が残

るものの、持ち直している 

新型コロナウイルス感染拡大の

影響により、一部に厳しい状況が

あるものの、持ち直している 

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

生産活動は自動車関連産業を中心に緩やかに回復している一方、個人消費は感染拡大の影響により、

サービス消費を中心に減少し、持ち直しの動きに一服感がみられる。こうしたなか、雇用情勢は弱い動

きが続いている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

個人消費 感染症の影響が残るものの、持ち直している 

感染拡大の影響により、持ち直しの動きに一

服感がみられる 

生産活動 着実に持ち直している 緩やかに回復している 

雇用情勢 感染症の影響により、弱い動きが続いている 

一部に底堅さがみられるものの、感染症の影

響により弱い動きが続いている 

設備投資 ２年度は減少見込み ２年度は増加見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

住宅建設 弱い動きとなっている 弱い動きとなっている 

公共事業 前年並みとなっている 前年並みとなっている 

輸出 持ち直している 増加している 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、

引き続き持ち直していくことが期待されるが、内外の感染拡大による下振れリスクの高まりに十分注意

する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「感染拡大の影響により、持ち直しの動きに一服感がみられる」 

スーパー販売は、内食需要が引き続き堅調なことから、主力の食料品などを中心に増加している。コ

ンビニエンスストア販売は、感染拡大を受けて、持ち直しのテンポが緩やかになっている。ドラッグス

トア販売は、衛生用品や食料品などが引き続き堅調であるほか、新規出店効果もあって、増加している。

百貨店販売は、感染拡大に伴う来店客数の減少から、足踏みの状況にある。家電大型専門店販売は、テ

レビなどを中心に増加している。ホームセンター販売は、園芸用品やＤＩＹ用品が引き続き堅調である

ことから、増加している。乗用車販売は、新型車効果等により持ち直している。旅行取扱高は、国内旅

行が感染拡大の影響を受けており、全体として厳しい状況にある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 感染拡大に伴い観光地やオフィス街で来店客数が減少。さらに、飲食業に対する営業時間の短縮要請がなされた

１２月中旬以降、夜間の人出が著しく減少したため売上が落ち込んでいる。（コンビニ、大企業） 

➢ １１月下旬ごろまでは緩やかな回復基調であったものの、その後の感染拡大に伴い来店客数が減少したことから

再び厳しい状況となっている。年末以降、状況がさらに悪化しており、夏の感染拡大の時期以上に落ち込みが大き

い。（百貨店、大企業） 

➢ 緊急事態宣言の発令を受けてほとんどの予約がキャンセルとなり、前回宣言時と同水準まで落ち込んでいる。（旅

行、中堅企業） 

➢ ＧｏＴｏトラベルもあり、年末年始の予約がほぼ埋まっていたところ、同施策が停止となり、キャンセルが増加

した。足下の稼働状況は全体の１割以下であり、これでは採算が合わず、平日は休館する予定。（宿泊、中小企業） 

➢ 年末年始の宴会需要が大きい居酒屋は、外出自粛や時短要請により、予約もなく、客も来ない状況。そうした飲

食業の不調の影響を受け、タクシーや観光団体バスなども連鎖的に落ち込んでいる。（経済団体） 

 生産活動 「緩やかに回復している」 

自動車関連は、国内外の需要が持ち直しており、生産は高水準で推移している。オートバイは、輸出

向けを中心に持ち直しの動きに一服感がみられる。航空機体部品は、海外航空機メーカーが減産してい

ることから、減少している。金属工作機械は、海外受注に増加の動きがみられることから、生産は持ち

直しの兆しがみられる。半導体集積回路は、足踏みの状況にある。液晶は、弱含んでいる。プラグは、

増加している。開閉機器、電動機ともに、緩やかに回復している。普通鋼、特殊鋼ともに、増加してい

る。 

➢ 新型車投入効果に加え、米国や中国で在庫が少ない状態が続いているため、輸出向けが増加し、生産ラインは非

常に忙しい状況。欧州の一部で再びロックダウンが行われているが、工場の稼働停止を要するものでもなく感染拡

大の影響はほとんどない見込み。（輸送機械、大企業） 

➢ 自動車メーカーの生産増加に伴い、生産は当初計画を上回っており、フル生産の稼働が続いている。（鉄鋼、大企

業） 

➢ 国内、海外ともに需要の回復が続いていることから、休日出勤や派遣作業員を増加するなどして生産水準をさら

に上げており、稼働はフル生産となっている。（電気機械、大企業） 

➢ 中国や米国を中心に受注が増加しており、業種別では、半導体向けが好調を維持し、自動車向けも持ち直してい

る。そのため、足下の生産稼働レベルは上昇している。（生産用機械、大企業） 

➢ 米中対立の影響や競合他社による供給過多により需給バランスが崩れており、予想以上に製品価格が下落してい

ることから、収益環境が悪化することを懸念している。（電子部品・デバイス、大企業） 

  雇用情勢 「一部に底堅さがみられるものの、感染症の影響により弱い動きが続いている」 

輸送用機械などで求人が緩やかに増加していることから、有効求人倍率は下げ止まっているものの、

全体では弱い動きが続いている。なお、完全失業率は低水準である。 

➢ 生産の回復に伴い、グループ会社から従業員を受け入れているほか、期間工の新規募集を行っている。（輸送用機

械、大企業） 

➢  輸送用機械に加え、電気機械やプラスチックなどの自動車部品を生産する業種からの求人が戻ってきている。（労

働局） 

➢ 営業時間の短縮のほか、大規模な物産展などのイベントも少なくなっているため、新規の募集を積極的に行って

いない。（百貨店、大企業） 

➢ 感染症の影響による需要の低迷から、店舗を削減する予定のほか、従業員も新規の募集を行わなかった。（旅行、

中堅企業） 

➢ 雇用調整助成金の活用により企業が雇用維持に努めていることから、新規求職者の増加を抑えられている。（労働

局） 
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 設備投資 「２年度は増加見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、情報通信機器や生産用機械などが増加となるものの、輸送用機械などが減少となることか

ら、減少見込みとなっている。 

○ 非製造業では、建設が減少となるものの、運輸などが増加となることから、増加見込みとなっている。 

➢ 新技術の研究開発等、必要な分野への投資は継続して行う必要があるものの、感染症による先行き不透明感など

から、不要不急の投資の先送りを行っている。（輸送用機械、大企業） 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、情報通信機器などが増益となるものの、生産用機械や輸送用機械などが減益となることか

ら、減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、運輸が赤字となることや卸・小売などが減益となることから、減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『上昇』超となっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 景況判断ＢＳＩでみると、全産業の現状判断は、鉄鋼が「上昇」超に転じたことや、サービス業の「下

降」超幅が縮小したことなどから、「上昇」超となっている。また、先行きは「下降」超に転じる見通しと

なっている。 

 住宅建設 「弱い動きとなっている」 

○ 分譲住宅、持家、貸家が引き続き減少していることから、弱い動きとなっている。 

 公共事業 「前年並みとなっている」 

○ 前払金保証請負金額でみると、国、県は増加しているものの、市町村が減少していることなどから、前

年並みとなっている。 

 輸出 「増加している」 

○ 輸出（円ベース）は、自動車関連を中心に増加している。なお、輸入（円ベース）は、原油及び粗油が

減少していることなどから、前年を下回っている。 

 企業倒産 「件数は前年を下回っている」 

３．各県の総括判断 

 

前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断の要点 

愛知県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、一部に厳しい状

況が残るものの、持ち直して

いる 

新型コロナウイルス感染拡大

の影響により、一部に厳しい状

況があるものの、持ち直してい

る 

 

生産活動は自動車関連産業を中心に緩や

かに回復している一方、個人消費は感染拡

大の影響により、サービス消費を中心に減

少し、持ち直しの動きに一服感がみられ

る。こうしたなか、雇用情勢は弱い動きが

続いている。 

静岡県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、一部に厳しい状

況が残るものの、持ち直して

いる 

新型コロナウイルス感染拡大

の影響により、一部に厳しい状

況があるものの、持ち直してい

る。 

 

個人消費は感染拡大の影響により、観光地

への入込及び宿泊客数が弱含んでいるほ

か、百貨店販売で持ち直しの動きに一服感

がみられるなど、持ち直しのテンポが緩や

かになっている。生産活動は輸送機械を中

心に着実に持ち直している。こうしたな

か、雇用情勢は弱い動きが続いている。 

岐阜県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、一部に厳しい状

況が残るものの、持ち直して

いる 

新型コロナウイルス感染拡大

の影響により、一部に厳しい状

況があるものの、持ち直してい

る 

 

新型コロナウイルス感染拡大の影響によ

り、個人消費は持ち直しの動きに一服感が

みられるものの、生産活動は着実に持ち直

している。こうしたなか、雇用情勢は弱い

動きが続いている。 

三重県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、一部に厳しい状

況が残るものの、持ち直して

いる 

新型コロナウイルス感染拡大

の影響により、一部に厳しい状

況があるなか、生産活動でも持

ち直しの動きに一服感がみら

れることから、全体でも持ち直

しの動きに一服感がみられる 

 

個人消費は、感染拡大の影響により、持ち

直しのテンポが緩やかになっており、生産

活動は持ち直しの動きに一服感がみられ

る。こうしたなか、雇用情勢は、有効求人

倍率では底堅さがみられるものの、感染症

の影響により、弱い動きが続いている。 
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳

しい状況にあるなか、一部に弱さがみられるものの、持ち

直しつつある」 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるな

か、一部に弱さがみられるもの

の、持ち直しつつある 

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、感染症の再拡大の影響により、旅行取扱など一部に弱さがみられるなど、持ち直しに向け

たテンポが緩やかになっている。生産活動は、汎用・業務用機械や輸送機械等が上昇しているなど持ち直

しつつある。雇用情勢は、感染症の影響により弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

個人消費 持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の再拡大の影響に

より、持ち直しに向けたテンポが緩やかにな

っている 

生産活動 緩やかに持ち直しつつある 持ち直しつつある 

雇用情勢 

新型コロナウイルス感染症の影響により、 

弱い動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、 

弱い動きとなっている 

設備投資 ２年度は前年度を上回る見込みとなっている ２年度は前年度を上回る見込みとなっている 

企業収益 ２年度は減益見込みとなっている ２年度は減益見込みとなっている 

住宅建設 前年を下回っている 前年並みとなっている 

輸 出 前年を下回っている 前年を上回っている 

【先行き】 

先行きについては、新型コロナウイルス感染症の影響が続くなかで、感染拡大の防止策を講じつつ、持

ち直しの動きが続くことが期待される。ただし、国内外の感染症の動向や金融資本市場の変動等の影響を

注視する必要がある。 
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２．各論 

【主な項目】 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の再拡大の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩や 

かになっている」 

百貨店・スーパー販売は、スーパーでは飲食料品を中心に売上が堅調に推移しているものの、百貨店

では足下における感染症の再拡大の影響等により厳しい状況が継続している。コンビニエンスストア販

売及びドラッグストア販売は、住宅街などの店舗では売上が堅調に推移しているものの、繁華街などの

店舗では足下における感染症の再拡大の影響等により客数が減少するなど厳しい状況となっている。ホ

ームセンター販売は、日用品やＤＩＹ用品の需要等により売上が堅調に推移している。家電販売は、テ

レビやエアコン等を中心に売上が堅調に推移している。乗用車の新車登録届出台数は、客足の回復等に

より堅調に推移している。旅行取扱の状況は、足下における感染症の再拡大の影響等もあり、厳しい状

況が継続している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 巣ごもり需要の高まりによる飲食料品の伸長のほか、富裕層による宝飾品等の高額商材の購入、インターネット販売など

が一定下支えしているものの、１１月中旬以降の感染者数の急増を受けて外出自粛気運が高まり、中高齢者を中心に客数が

再び減少するなど、足下では影響が大きくなってきている。（百貨店・大企業） 

➢ 在宅勤務の浸透等により引き続き飲食料品を中心とした需要は堅調。足下では、１１月中旬以降の感染症の再拡大に伴う

外出自粛の影響から、一人当たりの買い物点数が増加しており売上が伸びている。（スーパー・大企業） 

➢ 感染症の再拡大による外出自粛等の影響から、住宅街などの店舗では売上が堅調に推移しているが、オフィス街や繁華街、

観光地などの店舗では再び客足は減少傾向にある。（コンビニエンスストア・大企業） 

➢ 住宅街の店舗では、飲食料品や日用品等を中心に売上は堅調に増加しているが、オフィス街や繁華街などの店舗は、在宅

勤務の普及による客数の減少やインバウンドの減少等がある中で感染症の再拡大による外出自粛の影響も加わる厳しい状

況となっている。（ドラッグストア・中小企業） 

➢ 足下では、感染症の再拡大の影響による旅行等への支出減少分が家電買い替えに向いているのか、来店客も増加しており、

テレビやエアコンなどの高額家電を中心に販売が伸びている。（家電量販店・大企業） 

➢ 売上や客足はコロナ前の水準以上にまで回復してきており、感染症が再拡大して以降、足下においても特段落ちているよ

うには感じない。（自動車販売店・中小企業） 

➢ ＧｏＴｏトラベルキャンペーンの停止等を受けて、特定の地域に限らず全方面でキャンセルが増加しているが、足下の感

染拡大の状況やキャンセル状況を踏まえると、今後さらに下振れする可能性が高い。（旅行代理店・大企業） 

➢ 足下では、新型コロナの第３波により客足への影響がみられるようになってきている。（飲食・大企業） 

 

 

 生産活動 「持ち直しつつある」 

鉱工業指数(生産)でみると、食料品・たばこなどが低下しているものの、自動車関連製品の需要増加

等から汎用・業務用機械や輸送機械などが上昇しており、生産活動は持ち直しつつある。 

➢ 自動車向け製品について、国内は自動車生産の回復に伴い前年並みにまで回復しているほか、海外も低迷が続いていたが、

ようやく回復してきた印象。（汎用機械・大企業） 

➢ 新型車投入効果もあって自動車需要は回復してきており、工場の稼働は高水準となっている。（輸送機械・大企業） 

➢ 国内外において車載部品の需要が回復傾向にあり、自動車向け電子部品等の自動車関連製品は前年並みまで受注が回復し

ている。（電気機械・大企業） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率はおおむね横ばいで推移しており、完全失業率は前年を上回って推移しているなど、雇

用情勢は感染症の影響により、弱い動きとなっている。 

➢ 宿泊、宴会、レストラン等の現場の職員が過剰気味となっている。２１年度の新規採用は、前年度比で９割以上減少させ、

事務職など最低限必要な人員のみ確保する予定。（宿泊・大企業） 

➢ 操業日の減少により、技術職を中心に人員の余剰感が出ている。正規社員については、社内で事業所間応援を行うほか、

他社に一時的に受け入れてもらう等の対策を実施している。（輸送機械・大企業） 

➢ 正規社員、非正規社員ともに過剰となっており、今後、正規社員については早期退職、非正規社員については契約の不更

新を検討している。また、２２年度の採用計画は中止する予定。（繊維・中小企業） 

➢ コロナ禍における急激な需要の増加に対応するため、これまでにない人数の中途採用を実施しているところ。店舗スタッ

フを中心に人手不足感は継続しており、引き続き人員確保に取り組んでいる。（ホームセンター・大企業） 
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 設備投資「２年度は前年度を上回る見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」令和２年１０－１２月期 

○ 製造業では、繊維などが前年度を下回っているものの、化学、鉄鋼などが前年度を上回っていることから、

全体では前年度を上回る見込みとなっている。 

○ 非製造業では、小売などが前年度を下回っているものの、建設、不動産などが前年度を上回っていること

から、全体では前年度を上回る見込みとなっている。 

➢ 自動車用ハイテン鋼板やアルミパネルの生産増強投資を計画。（鉄鋼・大企業） 

➢ ＥＣ市場の拡大により、物流関係が好調となっているため、物流施設への積極投資を実施。（建設・大企業） 

 企業収益「２年度は減益見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」令和２年１０－１２月期 

○ 製造業では、輸送用機械、鉄鋼など、ほぼ全ての業種で減益となることから、全体では減益見込みとなっ

ている。 

○ 非製造業では、運輸・郵便、建設など、ほぼ全ての業種で減益となることから、全体では減益見込みとな

っている。 

 住宅建設「前年並みとなっている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、貸家などが減少しているものの、分譲マンションが増加していることから、

前年並みとなっている。 

➢ 分譲マンションや戸建て住宅の受注は回復傾向。しかしながら、住宅展示場等の来場者数は例年よりも少なく、厳しい状

況であることに変わりはない。（建設・大企業） 

 輸出「前年を上回っている」 

○ 管内通関実績（円ベース）でみると、輸出は、アメリカ向けの建設用・鉱山用機械やアジア向けの非鉄金

属などが増加していることから、前年を上回っている。なお、輸入は、前年を下回っている。 

【その他の項目】 

■ 企業の景況感   法人企業景気予測調査（令和２年１０－１２月期調査）の景況判断ＢＳＩでみると、全

産業では「上昇」超となっている。先行きについて、３年１－３月期は、全産業では「下降」

超の見通しとなっている。 

■ 公共事業     前払金保証請負金額でみると、独立行政法人等や市町村などで増加していることから、

前年を上回っている。 

■ 金融       貸出金残高は、前年を上回っている。 

 

■ 消費者物価    大阪市の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）でみると、家具・家事用品などが上昇し

ているものの、食料などが下落していることから、前年を下回っている。 

■ 企業倒産     倒産件数は、前年を下回っている。 

 

３．各府県の総括判断 

 

前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断の要点 

大阪府 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、一

部に弱さがみられるものの、持ち直

しつつある 

 

個人消費は持ち直しに向けたテンポが緩やかにな

っている。生産活動は持ち直しつつある。雇用情勢

は弱い動きとなっている。 

京都府 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

緩やかな持ち直しの動きがみられ

る 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、一

部に弱さがみられるものの、持ち直

しつつある 

 

個人消費は持ち直しに向けたテンポが緩やかにな

っている。生産活動は持ち直しの動きがみられる。

雇用情勢は弱い動きとなっている。 

兵庫県 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、一

部に弱さがみられるものの、持ち直

しつつある 

 

個人消費は持ち直しのテンポが緩やかになってい

る。生産活動は持ち直しつつある。雇用情勢は弱い

動きとなっている。 

奈良県 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

一部で持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、一

部に弱さがみられるものの、持ち直

しつつある 

 

個人消費は一部に弱さがみられるものの持ち直し

つつあり、生産活動は下げ止まりの動きがみられ

る。雇用情勢は弱い動きとなっている。 

和歌山県 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、一

部に弱さがみられるものの、持ち直

しつつある 

 

個人消費は一部に弱さがみられるものの持ち直し

つつあり、生産活動は持ち直しの動きがみられる。

雇用情勢は弱い動きとなっている。 

滋賀県 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

持ち直しつつある 
 

個人消費は一部に弱さがみられるものの緩やかに

持ち直しており、生産活動は持ち直している。雇用

情勢は弱い動きとなっている。 
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、

厳しい状況にあるなか、一部に足踏みがみられるものの、

持ち直しの動きが続いている」

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるもの

の、持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるな

か、一部に足踏みがみられるもの

の、持ち直しの動きが続いている 

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、足下では一部に足踏みがみられるものの、ド

ラッグストア販売やホームセンター販売が好調であるなど、緩やかに持ち直している。生産活動は、新

型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、輸送機械や鉄鋼が増加しているなど、持ち直しの動

きがみられる。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

個人消費 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直している 

新型コロナウイルス感染症の影響により、足

下では一部に足踏みがみられるものの、緩や

かに持ち直している 

生産活動 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる

ものの、持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる

ものの、持ち直しの動きがみられる 

雇用情勢 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

含んでいる 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

含んでいる 

設備投資 ２年度は前年度を上回る見込み ２年度は前年度を上回る見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

企業の 

景況感 

「下降」超幅は縮小 「上昇」超に転じる 

住宅建設 前年を下回る 前年を下回る 

輸出 前年を下回る 前年を下回る 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策の効果もあって、持ち直しの動きが

続くことが期待されるが、内外の感染拡大による下振れリスクの高まりに十分注意する必要がある。 
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２．各論  

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響により、足下では一部に足踏みがみられるものの、 

緩やかに持ち直している」 

百貨店販売は衣料品などが低調であり、前年を下回っているなか、足下では来店客数が減少している。

家電販売は空気清浄機などが好調であるものの、暖房器具などが低調であり、前年を下回っている。ド

ラッグストア販売は衛生用品や食料品などが、ホームセンター販売は園芸・エクステリアなどが好調で

あり、前年を上回っている。乗用車販売（新車登録・届出台数）は、普通乗用車、小型乗用車、軽乗用

車いずれも前年を上回っている。これらのことなどから、個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影

響により、足下では一部に足踏みがみられるものの、全体では、緩やかに持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢  海外ブランド製品が堅調であるものの、新型コロナウイルス感染症の影響により、衣料品などが外出を控える動きに伴

い低調となった。足下では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、来店客数が減少している。（百貨店） 

➢  新型コロナウイルス感染症に対する感染予防のため、空気清浄機や加湿器が好調に推移しているが、気温の高い時期が

長引いたことから、暖房器具などが低調となった。（家電量販店） 

➢  新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として衛生用品を求めて来店する客が多いほか、生鮮食品などが好調に

推移している。（ドラッグストア） 

➢  新型コロナウイルス感染症の影響により、外出自粛に伴う巣ごもり需要が増加したことなどから、園芸用品などが引き

続き好調に推移している。（ホームセンター） 

➢  新型コロナウイルス感染症の影響により、オフィス街や観光地などで来店客数が減少し、揚げ物やおにぎりなどが低調

となった。ＧｏＴｏトラベル事業の効果により来店客数が戻りつつあったが、足下では、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大に伴い、観光地周辺の店舗を中心に来店客数が再び減少に転じている。（コンビニエンスストア） 

➢  新型コロナウイルス感染症の影響により、内食需要の増加が続いており、食料品は全般的に好調に推移している。 

（スーパー） 

➢  ＧｏＴｏトラベル事業の効果により宿泊需要は回復傾向にあったものの、同事業の一時停止により、足下では、既存の

予約の多くがキャンセルされるとともに、新規予約も獲得できていない。また、営業時間の短縮要請もあって、売上は大

幅に減少している。（宿泊） 

 生産活動 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる」 

輸送機械は、自動車が海外向けで需要が堅調であることなどから、増加している。鉄鋼、電気機械、

化学は、自動車向けで需要が持ち直していることなどから、増加している。汎用・生産用・業務用機械

は、企業の設備投資に慎重な姿勢がみられることなどから、弱めの動きとなっている。このように、生

産活動は、全体では、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。 

➢  海外向けで、ＳＵＶの需要が堅調に推移している。生産水準も、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の水準に、お

おむね戻ってきている。足下では、新旧モデルの切り替えなどの影響により、生産台数が減少している。（自動車） 

➢  新型コロナウイルス感染症の影響により、需要が回復していない製品はあるものの、自動車向けについては、自動車メ

ーカーの生産回復に伴い、国内外で需要が回復しており、生産量が増加している。（鉄鋼） 

➢  自動車メーカーの生産が急速に回復したことなどから、国内外で車載向け電子部品の需要が回復しており、生産量が増

加している。（電気機械） 

➢  自動車部品向けの製品だけでなく、汎用品を含めて全体的に需要が回復してきている。新型コロナウイルス感染症の感

染拡大前の水準には戻っていないものの、足下の稼働率が高まっている。（化学） 

➢  新型コロナウイルス感染症の影響により、企業が設備投資に慎重になっており、需要が減少していることなどから、生

産水準を引き下げている。（生産用機械） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる」 

有効求人倍率はおおむね横ばいで推移しているものの、新規求人数は前年を下回っているなど、雇用

情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる。 

➢  生産量の減少により人員が過剰気味となっているため、契約社員の採用を当面は控えるなど、人員の調整を図っている。

（生産用機械） 

➢  求職者の求職活動は長期化の傾向にあり、就職に結びついていないため、有効求職者が増加し、さらに有効求人倍率が

下がる可能性もあることから、下げ止まったとは言えない状況。（公的機関） 

➢  新型コロナウイルス感染症の影響により、生産量が低下していることから、雇用調整助成金を活用しながら週１日の休

業を継続している。（非鉄金属） 
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 設備投資 「２年度は前年度を上回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○  製造業では、「石油・石炭」、「生産用機械」などで増加するものの、「情報通信機械」、「業務用機

械」などで減少することから、全体では前年度を下回る見込みとなっている。 

○  非製造業では、「運輸・郵便」、「リース」などで減少するものの、「金融・保険」、「情報通信」な

どで増加することから、全体では前年度を上回る見込みとなっている。 

➢  前年度の大型投資の反動減。（情報通信機械、業務用機械） 

➢  営業店の建替えを行う。（金融・保険） 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○  製造業では、「その他製造」、「電気機械」で増益となるものの、「化学」、「生産用機械」などで減

益となることから、全体では減益見込みとなっている。 

○  非製造業（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）では、「運輸・郵便」、「建設」など

で減益となることから、全体では減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『上昇』超に転じる」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○  企業の景況判断ＢＳＩは、「上昇」超に転じている。なお、先行きは「下降」超に転じる見通しとなっ

ている。 

 住宅建設 「前年を下回る」 

○  新設住宅着工戸数でみると、分譲住宅、給与住宅が増加しているものの、持家、貸家が減少しているこ

とから、前年を下回っている。 

 輸出 「前年を下回る」 

○  管内通関実績（円ベース）でみると、輸出は、自動車、一般機械などが増加しているものの、鉄鋼、石

油製品などが減少していることから、前年を下回っている。地域別では、北米などで増加しているものの、

中南米、アジアなどで減少している。 

なお、輸入は、原油及び粗油、石油製品などが減少していることから、前年を下回っている。地域別で

は、中東、アジアなどで減少している。 

３．各県の総括判断  

 

前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断の要点 

鳥取県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、持ち直しの動きが

みられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

なか、一部に弱さがみられるも

のの、持ち直しつつある 

 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影

響により、一部に弱さがみられるものの、緩

やかに持ち直しつつある。生産活動は新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、一部に弱

さがみられるものの、緩やかに持ち直してい

る。雇用情勢は新型コロナウイルス感染症の

影響により、弱い動きとなっている。 

島根県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、明るい兆しがみら

れる 

復調の動きが続いているが、新 

型コロナウイルス感染症の拡

大に伴い、一部に陰りがみられ

る 

 

生産活動は感染症の影響がみられるものの、

緩やかに持ち直しつつある。一方、個人消費

は復調の動きが続いているが、感染症の拡大

に伴い一部に陰りがみられ、雇用情勢は感染

症の影響により弱含んでいる。 

岡山県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、持ち直しの動きが

みられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影

響により、一部に弱さがみられるものの、緩

やかに持ち直しつつある。生産活動は、一部

に弱さがみられるものの、持ち直しつつあ

る。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症

の影響がみられ、弱含んでいる。 

広島県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、持ち直しの動きが

みられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

なか、一部に足踏みがみられる

ものの、持ち直しの動きが続い

ている 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影

響により、足下では一部に足踏みがみられる

ものの、緩やかに持ち直している。生産活動

は、新型コロナウイルス感染症の影響がみら

れるものの、持ち直しの動きがみられる。雇

用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響

により、弱含んでいる。 

山口県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、持ち直しの動きが

みられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、持ち直しの動きがみら

れる 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影

響により、一部に弱さがみられるものの、緩

やかに持ち直している。生産活動は、新型コ

ロナウイルス感染症の影響がみられるもの

の、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きがみられる。 
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１．総論 

【総括判断】「新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられるものの、持ち直しつつある」 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるも

のの、持ち直しの動きがみられ

る 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるな

か、一部に弱さがみられるもの

の、持ち直しつつある 

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、観光等が足下で急速に弱まっているものの、スーパーが堅調であるほか、家電大型専門店

等が順調となっていることから、全体としては感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩や

かに持ち直している。生産活動は、輸送機械が弱い動きとなっているものの、窯業・土石が持ち直しつつ

あるほか、電気機械で緩やかに持ち直しつつあることから、全体としては下げ止まっている。雇用情勢は、

感染症の影響により、弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

個人消費 

感染症の影響が残るものの、緩やかに持ち直

している 

感染症の影響により、一部に弱さがみられる

ものの、緩やかに持ち直している 

生産活動 下げ止まりの動きがみられる 下げ止まっている 

雇用情勢 感染症の影響により、弱い動きとなっている 感染症の影響により、弱い動きとなっている 

設備投資 ２年度は前年度を下回る見込み ２年度は前年度を下回る見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

企業の 

景況感 

現状判断は「下降」超 現状判断は「上昇」超 

住宅建設 前年を下回っている 前年を上回っている 

公共事業 前年度を上回っている 前年度並みとなっている 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策の効果もあって、持ち直していくこと

が期待される。ただし、感染拡大による社会経済活動への影響が地域経済を下振れさせるリスクに十分注

意する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直している」 

スーパーは、衣料品や身の回り品が弱い動きとなっているものの、飲食料品が堅調であることから、全

体としては堅調となっている。コンビニエンスストアは、デザートや冷凍食品等に動きがみられることか

ら、全体としては底堅いものとなっている。ドラッグストアは、新規出店効果に加え、マスク等の衛生用

品や飲食料品に動きがみられることから、全体としては順調となっている。家電大型専門店は、テレビや

冷蔵庫等に動きがみられることから、全体としては順調となっている。ホームセンターは、園芸用品やマ

スク等の衛生用品に動きがみられることから、全体としては順調となっている。百貨店は、衣料品や飲食

料品が低調であるものの、身の回り品に動きがみられるなど、全体としては持ち直している。乗用車販売

は、普通車、小型車、軽乗用車のいずれにおいても前年を上回っている。観光は、緩やかに持ち直してい

たものの、感染者数の増加に伴う外出控えなどから、足下では急速に弱まっている。旅行は、国内旅行は

緩やかに持ち直していたものの、足下では急速に弱まっており、海外旅行は不調となっている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 外出機会の減少の影響が続いており、衣料品については依然として動きが弱いが、外食を控えて家庭内での食事を志向す

る傾向は続いていることから、食料品については生鮮食品等を中心に引き続きよく動いている。（スーパー） 

➢ 感染症の影響によるイエナカ需要の高まりで、テレビを中心に買い替えがみられる。（家電大型専門店） 

➢ 入込客数は回復傾向だったものの、感染症の再拡大に加え、Ｇｏ Ｔｏトラベル事業の一時停止によって、足下では急激

に減少している。（観光施設） 

 生産活動 「下げ止まっている」 

輸送機械は、受注が減少していることから、弱い動きとなっている。窯業・土石は、建設工事などに動

きがみられることから、持ち直しつつある。電気機械は、自動車向けの需要に持ち直しの動きがみられる

ことから、緩やかに持ち直しつつある。こうしたことから、全体では下げ止まっている。 

➢ 感染症の影響により、外航船では商談が進まず、厳しい受注状況が続いている。（輸送機械） 

➢ 土木工事向けの需要に動きがみられることから、順調に推移している。（窯業・土石） 

➢ 自動車の輸出に動きがみられていることから、生産量は緩やかに持ち直しつつある。（電気機械） 

  雇用情勢 「感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率は、横ばいとなっている。新規求人数は、前年を下回っている。 

➢ 宿泊業、飲食サービス業では、Ｇｏ Ｔｏ キャンペーンをきっかけに、回復の兆しもみられていたが、再び感染者が増加

するにつれて、求人数を減少させた施設・店舗がみられるようになった。（労働局） 

➢ 感染症の影響により、ブライダル向け需要が減少していることから、勤務時間の短縮や休職で対応。雇用調整助成金も活

用しているが、終了後の対応については見通しが立たない。（小売業） 
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 設備投資 「２年度は前年度を下回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期調査 

○ 全産業で１３．０％の減少見込みとなっている。 

○ これを業種別にみると、製造業で１０．３％、非製造業で１８．６％の減少見込みとなっている。 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期調査 

○ 全産業で２４．４％の減益見込みとなっている。 

○ これを業種別にみると、製造業で２５．２％、非製造業で２１．４％の減益見込みとなっている。 

 住宅建設 「前年を上回っている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、持家及び貸家で前年を下回っているものの、分譲で前年を上回っており、全

体としても前年を上回っている。 

 公共事業 「前年度並みとなっている」 

○ 前払金保証請負金額（令和２年度１２月累計額）でみると、管内合計は前年度並みとなっている。 

○ 発注者別にみると、独立行政法人等において前年度を上回っているほか、県において前年度並みとなって

いるものの、国及び市町村において前年度を下回っている。 

３．各県の総括判断 

 

前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断の要点 

香川県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、下げ止まりの動き

がみられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられ

るものの、持ち直しつつある 

 

個人消費は、感染症の影響により、

一部に弱さがみられるものの、緩

やかに持ち直している。生産活動

は、下げ止まっている。雇用情勢

は、感染症の影響により、弱い動き

となっている。 

徳島県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかに持ち直し

つつある 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、一部に弱さがみ

られるなど、厳しい状況にあ

るものの、緩やかに持ち直し

つつある 

 

個人消費は、感染症の影響により、

一部に弱さがみられるものの、緩

やかに持ち直しつつある。生産活

動は、感染症の影響が残るものの、

緩やかに持ち直しつつある。雇用

情勢は、感染症の影響により、弱い

動きとなっている。 

愛媛県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかに持ち直し

つつある 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかに持ち直し

つつある 

 

個人消費は、感染症の影響により、

一部に弱さがみられるものの、緩

やかに持ち直している。生産活動

は、下げ止まりの動きがみられる。

雇用情勢は、感染症の影響により、

弱い動きとなっている。 

高知県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、持ち直しの動きが

みられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るなか、一部に弱さがみられ

るものの、持ち直しつつある 

 

個人消費は、感染症の影響により、

一部に弱さがみられるものの、緩

やかに持ち直している。生産活動

は、下げ止まっている。雇用情勢

は、感染症の影響により、弱い動き

となっている。 
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳

しい状況にあるなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかに

なっている」 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるもの

の、緩やかに持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるなか、持

ち直しに向けたテンポが緩やかに

なっている 

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、百貨店・スーパー販売が前年を下回り、宿泊者数が

厳しい状況となっているなど、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、感染症の影響

がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、有効求人倍率が横ばいで推移しているなど、一

部に底堅さがみられるものの、感染症の影響により弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

個人消費 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられ

るものの、持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響により、持ち

直しに向けたテンポが緩やかになっている 

生産活動 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられ

るものの、緩やかに持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直しつつある 

雇用情勢 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、一部

に底堅さがみられるものの、弱い動きとなって

いる 

設備投資 ２年度は減少見込み ２年度は減少見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

住宅建設 弱含んでいる 弱含んでいる 

【先行き】 

先行きについては、新型コロナウイルス感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策の効果や海外経済の

改善もあって、厳しい状況から持ち直しに向かうことが期待される。ただし、内外の感染拡大による下振れ

リスクの高まりなどに十分注意する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになって 

いる」 

百貨店・スーパー販売は、食料品が堅調であるものの、衣料品などが不調であることから、前年を下回って

いる。コンビニエンスストア販売は、中食需要が引き続き堅調であることから、前年並みとなっている。ドラ

ッグストア販売は、衛生用品を中心に前年を上回っている。ホームセンター販売は、ＤＩＹ関連商品や園芸

用品が好調であることなどから、前年を上回っている。家電大型専門店販売は、テレビ、白物家電、空気清浄

機などが好調である。乗用車の新車販売は、持ち直しつつある。宿泊者数（延べ）は、客足の戻りがみられて

いたものの、感染拡大の影響により厳しい状況となっている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 催事を含めた食料品は前年を上回って推移していたものの、１２月中旬からの感染拡大とともに入店客数が減少。年末年

始商戦も、帰省客の減少の影響を大きく受け、非常に苦戦した。（百貨店・スーパー） 

➢ 年始のオードブルや寿司が前年を下回るなど、一部の店舗では帰省自粛の影響がみられたが、食料品は引き続き好調であ

る。（百貨店・スーパー） 

➢ 巣ごもり需要の高まりが続いており、生鮮・日配・冷凍食品、酎ハイが好調。また、おせちやクリスマスケーキも好調で

あったが、年末年始にかけて帰省客や旅行客が減少した影響で、来店客数の減少がみられた。（コンビニエンスストア） 

➢ 引き続き食料品やマスク・消毒液・ハンドソープなどが好調。１２月に入り冷え込んだことで、ハンドクリームや使い捨

てカイロなどの季節商品も好調である。（ドラッグストア） 

➢ ＤＩＹ関連商品や園芸用品は一貫して好調。それ以外の商品は一時期例年並みの売上まで落ち着いていたが、感染拡大と

ともに再度ウイルス対策用品や食料品が伸びてきている。（ホームセンター） 

➢ 秋はＧｏＴｏキャンペーンの影響により巣ごもり需要が若干減少していた印象だが、１２月のボーナス商戦は例年通りと

なっており、感染拡大による巣ごもり需要の高まりを感じる。（家電大型専門店） 

➢ 新型車投入効果や公共交通機関の利用を敬遠し車での移動が増えていることを背景に新規受注が好調で、回復傾向が続い

ている。（自動車販売店） 

➢ ＧｏＴｏトラベル一時停止の影響を受け、１２月末以降の予約のキャンセルが相次いだ。緊急事態宣言が発令されるなど、

先行き不透明感が強い。（業界団体） 

 生産活動 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある」 

食料品等は、横ばいの状況にある。電子部品・デバイスは、スマートフォン向け部品を中心に持ち直し

つつある。化学・石油製品は、海外向け製品を中心に底堅く推移している。汎用・生産用・業務用機械は、

半導体製造装置に持ち直しの動きがみられる。輸送機械は、自動車及び同部品が持ち直しつつある。 

➢ 感染症の影響による飲食店の営業自粛等により、家庭向け焼酎パック製品などに相応の需要があるものの、業務用の売上

をカバーできるまでには至っていない。（食料品等） 

➢ スマートフォン向け部品は、旺盛な需要が継続していることを背景に、感染症の影響による市場の減速を受けた落ち込み

から概ね回復している。（電子部品・デバイス） 

➢ 一部製品で感染症の影響による需要の減少が続いているものの、主力の農薬は海外向けで引き続き高水準の生産となって

おり、全体としては高い生産水準を維持している。（化学・石油製品） 

➢ ５Ｇやデータセンター需要により半導体関連は引き続き好調であるほか、設備投資を控える動きがみられた自動車関連に

おいてもＥＶ関連を中心に受注があり、生産は高水準が続いている。（汎用・生産用・業務用機械） 

➢ 感染症によるサプライチェーンへの影響や自動車需要低迷からの回復傾向が続いており、計画に沿ったフル生産を行って

いる。（輸送機械） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に底堅さがみられるものの、弱い動きと 

なっている」 

有効求人倍率は、横ばいで推移している。新規求人数は、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業、

医療・福祉を中心に幅広い業種で前年を下回っている。 

➢ 感染症の影響により、条件面で求人と求職のマッチングが難しくなり、求人が積み残しになる傾向もあって、有効求人倍率が押

し上げられる結果となった。（公的機関） 
➢ 小売業において、引き続き観光客向けの小売店の求人に感染症の影響が生じていることなどから、求人が減少している。

（公的機関） 

  

九州財務局

- 41 -



  

 設備投資 「２年度は減少見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、生産用機械器具製造業などで増加見込み、情報通信機械器具製造業などで減少見込みとなっ

ており、全体では減少見込みとなっている。 

○ 非製造業では、卸売業などで増加見込み、金融業、保険業などで減少見込みとなっており、全体では減少見

込みとなっている。 

➢ コロナ禍によるスマートフォン市場の減速や高価格帯製品の販売減少を受けて投資を抑制。（情報通信機械器具製造業） 

➢ 前年度の新店舗建設のための大型投資の反動減。（金融業、保険業） 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、化学工業などで増益見込みとなっているものの、情報通信機械器具製造業などで減益見込み

となっており、全体では減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、その他の物品賃貸業で黒字転化見込みとなっているものの、宿泊業、飲食サービス業など

で赤字転化見込みとなっており、全体では減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『上昇』超に転じる」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 企業の景況判断ＢＳＩは、前期（２年７－９月期）に比べ、全産業では「上昇」超に転じている。なお、先

行きについては、３年１－３月期は「下降」超に転じ、３年４－６月期は「下降」超幅が縮小する見通しとな

っている。 

 住宅建設 「弱含んでいる」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、前年を下回っている。 

 公共事業  

○ 公共工事前払金保証統計の請負金額（２年４－１２月累計）でみると、前年度を上回っている。 

 農業 

○ 野菜の農協共販量をみると、９月、１０月は前年を下回り、１１月は前年を上回っている。野菜の販売単価

をみると、９月、１０月は前年を上回り、１１月は前年を下回っている。 

○ 牛のと畜頭数をみると、９月、１０月は前年を上回り、１１月は前年を下回っている。牛の枝肉卸売価格を

みると、９月は前年を下回り、１０月、１１月は前年を上回っている。 

○ 豚のと畜頭数及び枝肉卸売価格をみると、９月から１１月まで前年を上回っている。 

 倒産 

○ 企業倒産（２年１０－１２月期）は、件数、負債金額ともに前年を下回っている。 

３．各県の総括判断 

 

前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断の要点 

熊本県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかに持ち直し

つつある 

新型コロナウイルス感染症

の影響により、厳しい状況

にあるなか、持ち直しに向

けたテンポが緩やかになっ

ている 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響により、

百貨店・スーパー販売が前年を下回り、宿泊者数が厳し

い状況となっているなど、持ち直しに向けたテンポが緩

やかになっている。生産活動は、感染症の影響がみられ

るものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、有

効求人倍率が横ばいで推移しているなど、一部に底堅さ

がみられるものの、感染症の影響により弱い動きとなっ

ている。 

大分県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症

の影響により、厳しい状況

にあるなか、持ち直しに向

けたテンポが緩やかになっ

ている 

 

個人消費は、ドラッグストア販売額やホームセンター販

売額などは前年を上回っているものの、足下では観光関

連が厳しい状況となっているなど、新型コロナウイルス

感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やか

になっている。生産活動は、感染症の影響がみられるも

のの、緩やかに持ち直しているほか、雇用情勢は、感染

症の影響により、弱い動きとなっている。 

宮崎県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかに持ち直し

つつある 

新型コロナウイルス感染症

の影響により、厳しい状況

にあるなか、持ち直しに向

けたテンポが緩やかになっ

ている 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、

百貨店・スーパー販売などで前年を下回っているほか、

足下でレジャー・観光施設の入場者数及び宿泊者数が減

少していることなどから、持ち直しに向けたテンポが緩

やかになっている。生産活動は、感染症の影響がみられ

るものの、食料品工業やその他工業を中心に緩やかに持

ち直しつつあるほか、雇用情勢は、感染症の影響により、

弱い動きが続いている。 

鹿児島県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかに持ち直し

つつある 

新型コロナウイルス感染症

の影響により、厳しい状況

にあるなか、一部に弱さが

みられるものの、緩やかに

持ち直しつつある 

 

個人消費は、足下で宿泊者数等に落ち込みがみられる一

方、新車販売が前年を上回っていることや巣ごもり需要

による動きがみられることなどから、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、一部に弱さがみられるものの、

緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、一部に持ち直

しの動きがみられるものの、感染症の影響により、一進

一退の状況にある。雇用情勢は、感染症の影響により、

弱い動きが続いている。 
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、

厳しい状況にあるなか、一部に弱さがみられるものの、

緩やかに持ち直しつつある」 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるもの

の、緩やかな持ち直しの動きがみ

られる 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるな

か、一部に弱さがみられるもの

の、緩やかに持ち直しつつある 

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、百貨店販売で新型コロナウイルス感染症再拡大による来店客数の減少により前年を下回

っているなど、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、自動車向けを中心に持ち直

しの動きがみられる。雇用情勢は、弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

個人消費 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられ

るものの、緩やかに持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響により、

持ち直しに向けたテンポが緩やかになって

いる 

生産活動 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられ

るものの、一部に持ち直しの動きがみられる 

持ち直しの動きがみられる 

雇用情勢 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、

弱い動きとなっている 

設備投資 ２年度は増加見込み ２年度は増加見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 

輸出 前年を下回っている 前年を下回っている 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、

持ち直しの動きが続くことが期待されるが、内外の感染拡大による下振れリスクの高まりに十分注意す

る必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになって

いる」 

百貨店・スーパー販売額は、スーパーでは引き続き巣ごもり消費により食料品が好調なことから前年を上回って

いるものの、百貨店では足下新型コロナウイルス感染症の再拡大による来店客数の減少により、前年を下回ってい

る。コンビニエンスストア販売額は、新型コロナウイルス感染症の影響による外出控えで来店客数が減少したこと

から前年を下回っているものの、外食控えによる中食需要で冷凍食品などが好調なことなどから、減少幅が縮小し

ている。乗用車新車登録・届出台数は、普通車、小型車及び軽自動車いずれも前年を上回っている。ドラッグスト

ア販売額は、新型コロナウイルス感染症の影響によりマスクや食料品等が好調なことなどから、前年を上回ってい

る。家電大型専門店販売額は、前年を上回っている。ホームセンター販売額は、新型コロナウイルス感染症の影響

により生活用品等が好調なことなどから、前年を上回っている。旅行取扱高（九州全体）は、国内旅行については

持ち直しの動きがみられたものの、足下新型コロナウイルス感染症の再拡大により減少している。このように、個

人消費は新型コロナウイルス感染症の影響により、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ １０月以降も順調に売上が回復し、前年並みで推移していたが、足下感染症の再拡大の影響を受け、初売りは売上、来店

客数ともに前年同期比５割程度となった。（百貨店、大企業） 

➢ 来店客数は堅調に回復し、売上・登録台数が伸びている。旅行などに使用できなくなった資金を車に充てたり、感染防止

のための交通手段として需要が拡大したことなどが要因とみている。（自動車販売、中小企業） 

➢ 引き続き新型コロナウイルス感染症の影響で、マスクやハンドソープなどの生活用品や巣ごもり消費による資材・ＤＩＹ・

園芸用品、家具などの好調が続いている。また、寒波の到来により、ヒーターやこたつなどの暖房用品や防寒衣料が好調に

推移した。（ホームセンター、大企業） 

 生産活動 「持ち直しの動きがみられる」 

輸送機械の自動車は、海外向けを中心に持ち直しの動きがみられる。鉄鋼は、自動車向け鋼材が好調なことから、

持ち直しの動きがみられる。電子部品・デバイスは、車載向けを中心に持ち直しの動きがみられる。造船は、受注

残は減少傾向にあるものの、一定の操業を維持している。このように、生産活動は、持ち直しの動きがみられる。 

➢ １０－１２月期の生産台数は、工場のフル稼働の水準まで回復している。需要については、中国向けはこれまでと同様に

高い需要が続く一方で、需要の弱かった北米向けの生産が好調となった。（輸送機械、大企業） 

➢ 鋼材の生産量は、自動車産業が回復してきたことから、前年と同水準まで回復している。１月以降の生産についても、１

０－１２月期を上回る計画を予定している。（鉄鋼、大企業） 

➢ 車載向け電子部品の受注が好調であったため、全体としては昨年を上回る実績となった。（情報通信機械器具、中堅企業） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率は、下げ止まりの兆しがみられるものの、新規求人数及び新規求職者数は新型コロナウイルス感染

症の影響により前年を下回っており、雇用情勢は弱い動きとなっている。 

➢ 週１日程度休業し、引き続き雇用調整助成金を受給している。（情報通信機械器具、中堅企業）

➢ アルバイトの応募者が集まりやすい状況が続いており、人手不足感は解消されつつある。離職者も減少している。（小売、

大企業） 

➢ 慢性的に人手不足感がある建設業等から継続的な求人が出されており、採用を減らす企業が多い中で積極的に人材を確保

する動きがある。（労働局） 
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 設備投資 「２年度は増加見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、「食料品」等で減少見込みとなっているものの、「自動車・同附属品」、「非鉄金属」等で増加

見込みとなっていることから、全体では増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、「電気・ガス・水道」等で増加見込みとなっているものの、「卸売」、「宿泊、飲食サービス」

等で減少見込みとなっていることから、全体では減少見込みとなっている。 

➢ 今年度は、モデルチェンジやエンジンユニットの増設、ハイブリッドユニットの能力増強に関する設備投資を

予定しているため、増加見込みとなっている。（自動車・同附属品、大企業） 

➢ 物流センターの建設が一巡したため、今年度は減少見込みとなっている。（卸売、大企業） 

 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○  製造業では、「その他の輸送用機械器具」等で増益見込みとなっているものの、「窯業・土石製品」、「自動

車・同附属品」等で減益見込みとなっていることから、全体では減益見込みとなっている。 

○  非製造業では、「小売」等で増益見込みとなっているものの、「運輸、郵便」、「宿泊、飲食サービス」等で

減益見込みとなっていることから、全体では減益見込みとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、持家、貸家、分譲住宅及び給与住宅いずれも減少していることから前年を下

回っている。 

 輸出 「前年を下回っている」 

○ 輸出（円ベース）は、前年を下回っている。なお、輸入（円ベース）は、前年を下回っている。 

（その他項目） 

○ 企業の景況感を法人企業景気予測調査（２年１０－１２月期）の景況判断ＢＳＩでみると、２年１０－１

２月期は、「上昇」超に転じている。先行きについては、３年１－３月期は、「下降」超に転じる見通しとな

っている。 

 

３．各県の総括判断 

 

前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断の要点 

福岡県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかな持ち直し

の動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるな

か、一部に弱さがみられるもの

の、緩やかに持ち直しつつある 

 

個人消費は、百貨店販売で新型コロナウイル

ス感染症再拡大による来店客数の減少によ

り前年を下回っているなど、持ち直しに向け

たテンポが緩やかになっている。生産活動

は、自動車向けを中心に持ち直しの動きがみ

られる。雇用情勢は、弱い動きとなっている。 

佐賀県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかな持ち直し

の動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるな

か、一部に弱さがみられるもの

の、緩やかに持ち直しつつある 

 

個人消費は、百貨店・スーパー販売額等は前

年を上回っているものの、新型コロナウイル

ス感染症の影響により足下では来店客数が

減少しているなど、持ち直しに向けたテンポ

が緩やかになっている。生産活動は、前年を

下回っているものの、持ち直しの動きがみら

れる。雇用情勢は、弱い動きとなっている。 

長崎県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、一部に持ち直しの

動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるな

か、持ち直しに向けたテンポが緩

やかになっている 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症再拡

大の影響により、足下では来店客や観光客が

減少しているなど、持ち直しに向けたテンポ

が緩やかになっている。生産活動は横ばいの

状況にあり、雇用情勢は同感染症の影響によ

り、弱い動きとなっている。 
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳

しい状況にあるなか、持ち直しに向けたテンポが緩やかに

なっている」

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、厳しい状況にあるものの、

緩やかな持ち直しの動きがみられ

る 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるな

か、持ち直しに向けたテンポが緩

やかになっている 

（注）令和３年１月判断は、前回２年１０月判断以降、３年１月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、百貨店・スーパーやコンビニエンスストアの販売額が減少するなど、感染症の影響がみら

れるものの、食料品が引き続き堅調に推移するなど、持ち直しの動きがみられる。観光は、入域観光客数

が大幅に減少するなど、感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、足下では急速に弱まっている。雇

用情勢は、有効求人倍率などに下げ止まりの動きがみられるものの、感染症の影響により、弱い動きとな

っている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年１０月判断） 今回（３年１月判断） 

前回 

比較 

個人消費 

感染症の影響がみられるものの、持ち直しの

動きがみられる 

感染症の影響がみられるものの、持ち直しの

動きがみられる 

観光 

感染症の影響により、厳しい状況にあるもの

の、緩やかな持ち直しの動きがみられる 

感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、

足下では急速に弱まっている 

雇用情勢 感染症の影響により、弱い動きとなっている 

感染症の影響により、下げ止まりの動きがみ

られるものの、弱い動きとなっている 

設備投資 ２年度は前年度を上回る見込み ２年度は前年度を上回る見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

企業の 

景況感 

現状判断は、「上昇」と「下降」の均衡とな

っている 

現状判断は、「上昇」超となっている 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 

公共事業 前年を上回っている 前年を上回っている 

生産活動 弱含んでいる 弱含んでいる 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策の効果等もあって、持ち直しに向かう

ことが期待される。ただし、感染症拡大による社会経済活動への影響が地域経済を下振れさせるリスクに

十分注意する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる」 

百貨店・スーパー販売額は、不要不急の買い物を控える動きから衣料品などが低調であり、前年を下回

っているものの、巣ごもり需要などから食料品は堅調な動きがみられる。コンビニエンスストア販売額は、

感染症の影響により、前年を下回っているものの、住宅街周辺を中心に持ち直しの動きが見られる。ドラ

ッグストア販売額は、インバウンド需要の減少などから前年を下回っている。新車販売台数、中古車販売

台数ともに前年を上回っている。家電販売額は、前年を下回っているものの、パソコンやテレビなどに動

きがみられる。このように、個人消費は感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 時短営業や、会員向けの優待セール等を実施できていないこともあり売上げは低調となっている。ＧｏＴｏトラベル効果

で、県外や離島からの観光客、修学旅行生による地域共通クーポン券の利用が目立った。７－９月期は県独自の緊急事態宣

言があったこともあり、そこと比較すると１０－１２月期は多少良くなっている。但し、不要不急の外出を控える動きは続

いており、客足の戻りは鈍く良い状況とは言えない。（百貨店・スーパー）  

➢ コロナ禍の中、巣ごもり需要から食品が堅調に推移しており、冷凍食品や生鮮食品の売れ行きが良い。また、自宅で贅沢

するため、ワンランク上の商品に動きが見られる。衣料品は、不要不急の買い物を控える動きや、イベント事も自粛傾向に

あるため、おしゃれ着を購入する人は少ないものの、多少上向きとなっている。（百貨店・スーパー） 

➢ 住宅立地では一部店舗で前年を上回る店舗もあった。外出を必要最低限に抑え生活圏内にある店舗を利用しているよう

だ。オフィス街では、１０月、１１月は来店客が戻る動きもあったが、感染拡大した１２月から落ちている。ＧｏＴｏトラ

ベル効果から観光客が往来する道沿いの店舗では持ち直しの動きもみられるが、国際通りなどの店舗はまだ来店客は少な

い。離島は観光客の増加から良くなっている。（コンビニエンスストア） 

➢ ７－９月期に引き続き、地元客を主流としているエリアにおいては、日用品等の購入などから前年を上回る店舗もあるが、新

型コロナの影響によるインバウンドの減少で実績の落ちているエリアの影響から前年を下回っている。インバウンドの減少分を

補いきれるよう、国内客に来店いただくよう努力したい。（ドラッグストア） 

➢ 当社は９月が中間決算であり、１０－１２月期は例年落ち込む時期。今期は新型コロナの影響もあり悪い。売上実績は、

販売以外の車検等サービスは前年比９０％を維持しているが、販売が悪いため、足下では７０％となる見込み。なお、まだ

納車していないため売上実績には反映されてないが、受注ベースでみると前年より良くなる。昨年の消費増税の反動増や、

顧客に対し１１－１２月にマイナーチェンジが行われる旨案内をしていたので、顧客側が買換えをこの時期に合わせたのも

良くなった要因の一つだと考えている。（自動車販売店）                                   

➢ パソコンはテレワークの動きが続いており引き続き売上げが良い。巣ごもり需要に加え、２０１１年の地デジ対応から１

０年経つこともあり、買換えの動きと相まってテレビの売上げ伸びたと思われる。また、家電エコポイントで購入した家電

の買換えとして、エアコン、冷蔵庫が売れていると思われる。それ以外には、巣ごもり需要で、調理家電（レンジ等）や空

気洗浄機、加湿器も売れている。（家電量販店） 

  観光 「感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、足下では急速に弱まっている」 

入域観光客数は、感染症の影響により大幅に減少している。外国客は、感染症拡大防止のための入国制

限措置などから皆減となっている。国内客は、ＧｏＴｏトラベルキャンペーンの対象に東京都が追加され

た効果などにより増加傾向にあったが、足下では、同キャンペーンの全国一斉停止措置や緊急事態宣言の

発動などにより、航空便の予約にキャンセルの動きがみられる。ホテルの客室稼働率、客室単価はともに

前年を下回っているなか、リゾートホテルを中心に改善の動きがみられていたものの、足下では宿泊予約

のキャンセルが急増している。このように、観光は感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、足下で

は急速に弱まっている。 

➢ １０月からＧｏＴｏトラベルに東京都が追加された効果により、個人客を中心に大幅に持ち直したが、新型コロナウイル

スの全国的な感染再拡大を受けて、全国一斉停止措置が発表されると、キャンセルが相次いで発生した。加えて、緊急事態

宣言が発出される見通しとなり、さらに勢いを増してキャンセルが発生している。年末年始のかき入れ時に、今回の停止措

置と緊急事態宣言の影響はかなり大きい。（旅行） 

➢ １０月からＧｏＴｏトラベルに東京都が追加され、売上、稼働率ともに改善していた。１２月もその流れに乗っていたが、

全国一斉停止措置により、キャンセルが発生し始め、先行きは一気に不透明になった。その後、緊急事態宣言が発出される

見込みとなると、更にキャンセルが増え始めた。一斉停止措置よりも影響ははるかに大きく、昨年の４月、５月の再来だと

思っている。（宿泊） 

➢ １０月からＧｏＴｏトラベルキャンペーンに東京都が追加されたことにより、搭乗率等は改善傾向にある。１０月から１

２月と右肩上がりの状態であったが、同キャンペーンの全国一斉停止や緊急事態宣言の発出を受けて、キャンセルが急増し

た。現在も厳しい状態が続いており、日を追うごとに悪くなる一方である。需要が回復するまでには、かなり時間がかかる

だろう。（他運輸） 
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 雇用情勢 「感染症の影響により、下げ止まりの動きがみられるものの、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率（季節調整値）は、このところ下げ止まりつつある。新規求人数は、多くの業種で前年を

下回っているものの、下げ止まりの動きがみられる。新規求職者数（新規求職申込件数）は前年を上回っ

ている。このように、雇用情勢は、感染症の影響により、下げ止まりの動きがみられるものの、弱い動き

となっている。 

➢ １２月、１月はＧｏＴｏトラベルの全国一斉停止措置等により、新規求人数は大きく減少するのではないか。そのため、

有効求人倍率(季節調整値)、新規求人倍率(季節調整値)ともに、再び悪化し始める可能性がある。(行政機関） 

➢ 小売業や宿泊業、飲食業等を中心に幅広い業種で求人数が減少している。観光関連の業種であることはもちろんのこと、

人と接する機会のある職業で大きく減少しているようだ。(求人誌出版) 

➢  本土から来る職人は宿泊費等も支払う必要があり、人件費高騰の要因になっていた。しかし、これからは仕事量が減少

して、県内の職人だけで仕事をこなせるようなり、結果的に人件費も下がっていくのではないか。２～３年は下がり基調に

なると思う。（建設） 

➢ ドライバーは今後も増やしたいと考えている。まだ人数は足りないていないが、以前と比べ求人を出すと反応があり、応

募が増えてきている。冬季賞与については、巣ごもり需要などによる売上げの増加等から、前年より増加した。（陸運） 

 設備投資 「２年度は前年度を上回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、パルプ・紙・紙加工品などで増加することから、全体では前年度を４９．１％上回る見込みと

なっている。 

○ 非製造業では、情報通信、サービスなどで減少するものの、電気・ガス・水道、運輸・郵便などで増加する

ことから、全体では前年度を４．２％上回る見込みとなっている。 

➢ 今年度は、本社の移転を予定しているため、増加見込みである。(紙製造） 

➢ 前年度に海底ケーブル敷設、新規施設建設を行ったため、反動減により、減少見込みである。 (情報通信) 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年１０－１２月期 

○ 製造業では、機械器具製造、鉄鋼などで増益となることから、全体では６．６％の増益見込みとなってい

る。 

○ 非製造業では、不動産・物品賃貸、サービスなどで減益となることから、全体では５５．５％の減益見込み

となっている。 

 企業の景況感 「現状判断は「上昇」超となっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年10－12月期 

○ 企業の景況判断ＢＳＩは、全産業では「上昇」と「下降」の均衡から「上昇」超となっている。先行きは「下

降」超で推移する見通しとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数は、持家、貸家、分譲ともに前年を下回っており、全体でも前年を下回っている。 

 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 公共工事前払金保証請負額（２年度１２月累計）は、前年を上回っている。 

 生産活動 「弱含んでいる」 

○ 食料品は、感染症の影響により、前年を下回っているほか、窯業・土石、金属製品、化学・石油製品いずれ

も前年を下回っているなど、生産活動は弱含んでいる。 
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Ⅲ 主要経済指標の動向 

  

【計数の表記】 

1.- ＝該当数値なし又は未公表 

2.▲＝減 

3.P ＝速報値 

4.年は1月から12月、年度は4月から3月までの計数。 

5.財務局管内の計数は特段の断りのない限り、都道府県別の計数を各管内に組み替えて算出して

いる。 

6.計数は、季節調整替え、基準改定、速報の確報化、誤計数の判明により、過去に遡って訂正され

る場合がある。 
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　　　    地域別主要経済指標の動向

（１）鉱工業生産指数（前年比・前期比・前月比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 近畿 中国 四国 九州・福岡 沖縄

30年 1.1 ▲2.3 ▲0.4 1.0 ▲1.1 0.9 1.4 ▲0.4 0.9 ▲2.5

R1年 ▲3.0 ▲4.0 ▲3.9 ▲3.7 ▲4.4 ▲4.0 ▲0.2 ▲0.5 ▲2.6 ▲3.3

R1/10-12 ▲3.6 ▲2.5 0.0 ▲4.1 ▲4.7 ▲7.3 ▲1.1 ▲0.8 ▲2.3 ▲5.9

R2/ 1- 3 0.4 ▲2.5 1.8 ▲1.0 ▲1.0 4.2 ▲1.8 ▲0.8 ▲3.5 0.6

4- 6 ▲16.9 ▲10.0 ▲12.3 ▲14.6 ▲9.7 ▲15.0 ▲18.8 ▲8.3 ▲13.1 ▲15.9

7- 9 8.7 ▲3.2 ▲2.3 6.0 1.1 6.4 14.5 ▲4.5 5.9 7.1

前年比 ▲12.8 ▲17.3 ▲12.6 ▲14.4 ▲14.2 ▲12.9 ▲10.1 ▲13.9 ▲13.3 ▲15.2

 R2年 6月 1.9 0.4 ▲1.6 4.6 ▲1.1 3.0 7.2 ▲2.7 1.1 8.0

7月 8.7 ▲0.8 4.6 4.7 2.9 7.2 8.6 0.5 2.8 8.7

8月 1.0 ▲1.5 ▲7.0 ▲0.4 1.9 ▲0.4 1.4 ▲1.9 3.4 ▲4.5

9月 3.9 0.9 10.0 4.1 1.8 2.4 6.1 2.2 7.3 ▲6.8

10月 4.0 7.5 6.6 4.0 2.4 1.9 1.5 P 2.9 3.5 1.7

11月 ▲0.5 P 1.6 P▲2.8 P 0.7 P▲1.1 P 3.7 P▲1.9 - P 1.7 -

前年比 ▲3.9 P▲9.4 P▲6.4 P▲5.4 P▲5.1 P 0.6 P▲3.6 P▲9.8 P▲3.4 ▲16.3
（注）1.年は原指数前年比、四半期・月は季調済指数前期比・前月比、前年比は最新月(四半期)の原指数。

　　　2.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。東海は静岡県を除く。

（資料）経済産業省、各経済産業局、沖縄県

（２）鉱工業生産者出荷指数（前年比・前期比・前月比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 近畿 中国 四国 九州・福岡 沖縄

30年 0.8 ▲2.5 ▲0.2 0.1 1.2 0.9 ▲1.0 0.4 ▲1.9

R1年 ▲2.7 ▲4.8 ▲3.5 ▲3.5 ▲4.4 ▲1.3 0.0 ▲1.7 ▲4.9

R1/10-12 ▲3.9 ▲1.7 ▲0.7 ▲4.3 ▲4.8 ▲1.8 ▲2.4 ▲1.1 ▲5.6

R2/ 1- 3 ▲0.6 ▲3.9 0.7 ▲0.9 1.2 ▲3.4 ▲0.2 ▲5.3 ▲6.7

4- 6 ▲16.8 ▲10.5 ▲11.1 ▲15.6 ▲16.1 ▲16.6 ▲9.6 ▲17.4 13.2

7- 9 9.1 ▲1.4 0.7 6.7 8.4 10.5 ▲3.2 12.1 ▲12.9

前年比 ▲13.5 ▲16.8 ▲10.5 ▲14.8 ▲12.7 ▲13.0 ▲15.0 ▲13.3 ▲13.9

 R2年 6月 4.8 ▲0.1 ▲1.5 7.4 7.1 6.5 1.1 5.3 71.1

7月 6.6 ▲0.3 7.9 4.1 7.3 5.2 0.4 5.6 ▲32.1

8月 1.5 0.1 ▲5.6 0.1 ▲1.2 2.4 ▲2.3 6.7 ▲3.4

9月 3.9 0.4 7.6 1.7 3.6 3.7 3.2 5.8 ▲7.2

10月 4.9 7.9 6.6 6.5 6.0 5.2 P 3.5 7.5 2.4

11月 ▲1.2 P 0.1 P▲4.6 P▲0.6 P 0.9 P▲0.9 - P▲1.0 -

前年比 ▲4.0 P▲9.4 P▲6.4 P▲5.6 P 0.3 P▲2.3 P▲7.8 P▲2.3 ▲14.9
（注）1.年は原指数前年比、四半期・月は季調済指数前期比・前月比、前年比は最新月(四半期)の原指数。

　　　2.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。北陸・東海は静岡県、福井県を除く。

（資料）経済産業省、各経済産業局、沖縄県

（３）鉱工業生産者製品在庫指数（前年比・前期比・前月比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 近畿 中国 四国 九州・福岡 沖縄

30年 1.7 9.7 8.3 1.7 ▲1.7 ▲2.5 12.3 9.4 1.9

R1年 1.2 2.0 6.8 ▲1.2 3.1 1.1 0.4 ▲0.7 5.4

R1/10-12 0.7 ▲0.2 0.8 ▲0.3 0.7 ▲1.3 0.8 ▲0.6 ▲6.3

R2/ 1- 3 2.3 5.7 5.0 0.6 0.8 7.8 1.6 1.6 6.2

4- 6 ▲5.3 1.9 ▲0.4 ▲2.3 ▲3.3 ▲12.1 0.5 1.1 1.0

7- 9 ▲3.3 ▲10.2 ▲7.7 ▲2.2 ▲4.3 2.9 ▲5.6 ▲6.9 ▲3.5

前年比 ▲5.7 ▲3.5 ▲2.7 ▲4.2 ▲6.2 ▲3.8 ▲2.9 ▲4.9 ▲3.0

 R2年 6月 ▲2.4 1.5 ▲1.7 ▲1.4 ▲3.6 ▲5.0 1.7 ▲1.9 ▲3.6

7月 ▲1.5 ▲1.0 ▲2.2 ▲1.7 ▲2.9 4.4 ▲2.3 ▲2.1 1.4

8月 ▲1.3 ▲5.4 ▲3.0 ▲1.9 ▲2.2 ▲0.8 ▲0.8 ▲3.2 ▲4.5

9月 ▲0.5 ▲4.2 ▲2.7 1.4 0.7 ▲0.7 ▲2.6 ▲1.8 2.0

10月 ▲1.8 ▲6.3 ▲0.1 ▲2.2 ▲1.8 ▲6.4 P▲5.1 ▲2.0 ▲5.3

11月 ▲1.5 P▲5.7 P 0.6 P 0.3 P▲1.2 P▲5.1 - P▲0.7 -

前年比 ▲9.0 P▲13.8 P▲2.6 P▲5.7 P▲9.6 P▲13.4 P▲7.0 P▲6.8 ▲1.7
（注）1.年は原指数前年比、四半期・月は季調済指数前期比・前月比、前年比は最新月(四半期)の原指数、年・四半期は期末値。

　　　2.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。北陸・東海は静岡県、福井県を除く。

（資料）経済産業省、各経済産業局、沖縄県

19.1

4.6

5.8

▲1.4

1.2

5.0

▲13.9

5.2

▲1.2

1.9

▲11.0

▲6.9

▲1.7

▲2.7

4.0

6.4

▲2.1

3.1

▲24.3

▲1.2

▲9.7

▲8.8

0.9

6.3

1.0

21.3

北陸・東海

0.3

▲1.3

25.0

▲14.3

▲0.8
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7.0

▲5.0

23.1

7.7
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0.8

東海
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（４）家計調査・消費支出（二人以上の世帯・前年同期(月)比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 沖縄

30年 0.8 (▲0.4) ▲2.8 4.9 1.1 6.9 ▲0.2 0.6 2.7 1.7 3.5

R1年 1.5 (0.9) 5.9 1.6 3.0 1.9 3.4 ▲0.3 7.9 ▲6.7 2.7

R1/10-12 ▲3.4 (▲4.0) 6.3 ▲6.4 0.8 ▲4.7 ▲5.7 ▲5.5 3.0 ▲6.9 ▲1.3

R2/ 1- 3 ▲2.9 (▲3.5) 1.5 ▲7.2 ▲1.5 ▲7.1 ▲5.8 ▲4.2 ▲2.0 ▲2.6 ▲6.2

4- 6 ▲9.7 (▲9.8) ▲6.5 ▲8.8 ▲10.6 ▲16.6 ▲10.1 ▲11.7 ▲10.7 ▲1.2 ▲17.2

7- 9 ▲8.1 (▲8.3) 2.6 ▲8.8 ▲9.8 ▲8.5 ▲7.6 ▲6.5 ▲13.4 ▲1.6 1.5

R2年 6月 ▲1.1 (▲1.2) ▲3.0 ▲6.2 ▲1.0 ▲1.7 0.3 ▲2.6 3.3 6.5 ▲7.0

7月 ▲7.3 (▲7.6) 8.2 ▲6.0 ▲8.3 ▲11.0 ▲13.7 ▲2.4 ▲11.0 ▲3.3 3.5

8月 ▲6.7 (▲6.9) 3.1 ▲7.1 ▲10.0 ▲0.2 0.4 ▲6.1 ▲18.5 2.4 ▲5.4

9月 ▲10.2 (▲10.2) ▲2.7 ▲13.3 ▲11.2 ▲13.6 ▲9.1 ▲10.8 ▲10.0 ▲3.7 6.6

10月 1.4 (1.9) ▲11.7 1.4 4.3 ▲4.6 5.1 1.6 ▲11.5 ▲5.4 ▲14.1

11月 0.0 (1.1) ▲3.6 ▲6.3 ▲2.5 5.7 3.0 6.1 ▲4.0 7.1 7.8

（注）1.名目値。全国の( )は実質値。

　　　2.関東は新潟県を除く。北陸は新潟県を含む。

　　　3.全国の平成30年と令和元年の数値は、平成30年1月調査からの調査方法の変更の影響による変動を調整した推計値（変動調整値）。　　　

（資料）総務省

（５）百貨店・スーパー販売額（前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

30年 0.0 (▲0.5) 0.7 ▲0.3 0.1 0.4 1.1 ▲0.6 ▲0.4 0.6 ▲2.4 2.8

R1年 ▲1.1 (▲1.3) ▲0.4 ▲0.9 ▲1.3 ▲0.5 ▲1.1 ▲0.8 ▲0.8 ▲0.3 ▲1.1 2.4

R1/10-12 ▲4.1 (▲4.1) ▲3.5 ▲3.3 ▲4.1 ▲3.7 ▲2.9 ▲5.0 ▲4.4 ▲3.8 ▲4.7 ▲1.3

R2/ 1- 3 ▲3.5 (▲4.0) ▲4.0 ▲1.5 ▲2.9 ▲3.1 ▲1.3 ▲7.1 ▲2.5 ▲0.2 ▲2.3 ▲1.3

4- 6 ▲11.4 (▲14.0) ▲6.6 ▲2.1 ▲11.0 ▲6.3 ▲5.9 ▲20.0 ▲10.1 ▲5.5 ▲8.6 ▲6.8

7- 9 ▲5.8 (▲7.2) ▲4.1 ▲2.4 ▲5.1 ▲1.2 ▲2.9 ▲11.0 ▲5.7 ▲0.8 ▲5.3 ▲7.6

R2年 6月 ▲2.3 (▲3.4) ▲0.4 1.6 ▲2.2 3.4 1.1 ▲7.8 ▲1.0 2.0 1.6 2.5

7月 ▲3.2 (▲4.2) ▲1.1 0.2 ▲3.1 1.1 0.6 ▲7.8 ▲2.1 2.4 ▲3.2 ▲2.7

8月 ▲1.2 (▲3.2) ▲1.8 0.2 0.6 ▲ 1.2 1.1 ▲6.3 ▲3.0 4.0 ▲0.2 ▲8.1

9月 ▲12.8 (▲13.9) ▲9.5 ▲7.5 ▲12.2 ▲3.7 ▲10.1 ▲18.6 ▲11.9 ▲8.6 ▲12.5 ▲11.8

10月 4.0 (2.9) 3.1 4.7 5.4 9.1 6.5 ▲1.2 4.8 3.8 10.2 0.8

11月 ▲3.2 (▲3.4) ▲2.6 ▲0.1 ▲3.0 P 3.4 ▲ 0.4 ▲7.5 ▲1.5 P▲2.0 ▲3.5 0.8
（注）1.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。東海は富山県、石川県を含み、静岡県を除く。

　　　2.全店ベース、全国の（　）は既存店ベース（調査月において、当月と前年同月でともに存在した店舗の数値）。

（資料）経済産業省、経済産業局又は沖縄総合事務局

（６）コンビニエンスストア販売額（前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 近畿 中国 四国

30年 1.5 0.4 2.2 2.4 2.1 0.9

R1年 2.0 0.9 1.6 2.6 2.0 1.1

R1/10-12 2.5 1.4 2.1 2.6 1.7 1.6

R2/ 1- 3 ▲0.1 ▲0.8 0.4 ▲1.3 ▲0.4 ▲0.7

4- 6 ▲5.5 ▲6.6 ▲8.2 ▲10.8 ▲8.3 ▲8.5

7- 9 ▲2.7 ▲4.7 ▲5.7 ▲6.8 ▲4.9 ▲4.7

R2年 6月 ▲2.7 ▲1.7 ▲5.0 ▲7.7 ▲5.0 ▲4.4

7月 ▲4.9 ▲6.9 ▲8.3 ▲9.3 ▲7.0 ▲6.4

8月 ▲3.8 ▲5.6 ▲5.2 ▲7.0 ▲5.2 ▲5.3

9月 0.8 ▲1.5 ▲3.3 ▲4.1 ▲2.4 ▲2.4

10月 ▲3.1 ▲2.0 ▲5.1 ▲1.6 ▲1.2 ▲4.9

11月 ▲2.9 ▲2.6 ▲4.2 ▲1.6 1.8 P▲0.5
（注）1.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。北陸・東海は静岡県、福井県を除く。

　　　2.全店ベース。

（資料）経済産業省又は経済産業局

2.6

▲2.3
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▲8.1

▲4.5

▲4.0

▲6.0

北陸・東海

▲6.9

▲1.9

▲1.0

▲7.8

▲4.1

▲ 1.8

1.2

0.9

▲ 6.5

2.0

▲4.9

▲9.2

0.9

▲7.6

▲4.8

▲16.6

▲9.3

▲6.6

九州・福岡・沖縄

▲1.1

▲6.3

▲9.9

4.3

▲5.3

0.1

▲0.7

▲0.3

▲2.3

▲5.1

九州・福岡

福岡

▲19.7

▲8.9

▲4.8

2.5

▲2.3

▲7.3

3.2

2.0

1.7

2.0

▲0.3

▲8.5

▲5.6

▲4.8

▲7.9

▲5.6

▲3.1

▲3.3

▲2.4

▲6.8

0.7

▲2.2

- 53 -



（７）家電大型専門店販売額　（前年同期(月)比増減率) 単位：％

北海道 東北 関東 近畿 中国 四国 沖縄

30年 1.8 ▲0.4 3.1 1.7 1.9 0.5 0.3

R1年 4.7 3.5 3.1 5.6 3.3 1.5 4.3

R1/10-12 ▲11.5 ▲8.3 ▲10.6 ▲6.5 ▲11.8 ▲13.7 ▲14.3

R2/ 1- 3 ▲3.9 1.7 ▲1.4 ▲3.8 ▲2.8 ▲2.2 ▲4.3

4- 6 9.5 18.3 8.8 4.3 10.6 15.9 17.8

7- 9 ▲ 14.8 ▲9.0 ▲1.5 ▲4.6 ▲8.3 ▲8.3 ▲11.1

R2年 6月 29.9 38.0 26.5 18.3 19.0 32.2 43.5

7月 4.1 8.6 15.0 12.3 7.3 7.7 2.3

8月 ▲6.6 3.8 12.7 7.8 8.7 10.5 1.8

9月 ▲33.8 ▲32.5 ▲26.2 ▲28.1 ▲33.1 ▲35.7 ▲32.2

10月 34.4 32.1 31.3 17.6 31.5 42.2 34.4

11月 29.0 24.3 28.1 17.1 24.8 P 24.6 29.1
（注）1.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。北陸・東海は静岡県、福井県を除く。

　　　2.全店ベース。

（資料）経済産業省又は経済産業局

（８）ドラッグストア販売額（前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 近畿 中国 四国 沖縄

30年 4.1 5.7 5.2 8.0 6.3 6.8 17.9

R1年 6.0 7.9 5.6 3.9 6.3 5.9 11.6

R1/10-12 6.4 7.8 2.6 0.8 ▲0.1 ▲0.1 5.0

R2/ 1- 3 7.8 15.0 11.4 7.3 10.1 9.4 5.1

4- 6 3.9 12.7 6.6 ▲0.1 16.6 11.7 ▲5.7

7- 9 0.4 7.0 1.6 ▲4.0 2.4 1.9 ▲10.3

R2年 6月 5.1 12.8 6.2 ▲1.7 13.9 9.4 ▲3.3

7月 4.2 9.9 5.9 ▲0.2 5.8 6.7 ▲8.5

8月 1.3 9.5 8.0 5.5 15.1 11.7 ▲5.4

9月 ▲4.0 1.7 ▲8.5 ▲15.9 ▲11.5 ▲11.2 ▲16.6

10月 ▲7.5 5.1 7.7 3.4 19.3 15.2 ▲1.7

11月 9.8 14.0 7.5 ▲1.1 14.3 P 9.5 ▲0.9
（注）1.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。北陸・東海は静岡県、福井県を除く。

　　　2.全店ベース。

（資料）経済産業省又は経済産業局

（９）乗用車新車登録・届出台数（前年同期(月)比増減率) 単位：％

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

R1年 ▲2.8 ▲1.5 ▲2.3 ▲3.7 ▲1.9 ▲0.9 ▲4.0 ▲0.1 ▲1.7 5.4

R2年 P▲11.9 ▲12.1 ▲10.6 ▲11.9 ▲12.1 ▲12.6 ▲10.1 ▲10.7 ▲11.9 ▲1.3

R2/ 1- 3 ▲10.1 ▲11.3 ▲7.7 ▲10.4 ▲11.6 ▲11.9 ▲9.1 ▲10.0 ▲13.8 ▲9.3

4- 6 ▲32.0 ▲30.2 ▲32.7 ▲33.7 ▲33.9 ▲34.1 ▲31.9 ▲31.8 ▲32.2 ▲43.9

7- 9 ▲13.5 ▲12.8 ▲13.3 ▲14.4 ▲15.1 ▲16.4 ▲12.9 ▲15.4 ▲14.3 ▲14.7

10-12 P 17.9 8.8 13.8 16.6 16.1 17.2 18.0 20.9 18.8 4.8

R2年 7月 ▲12.3 ▲11.7 ▲12.1 ▲13.6 ▲15.1 ▲14.9 ▲10.0 ▲11.7 ▲11.0 ▲17.4

8月 ▲9.9 ▲12.9 ▲15.7 ▲15.8 ▲15.3 ▲16.4 ▲13.5 ▲14.0 ▲13.2 ▲15.2

9月 ▲17.0 ▲13.6 ▲12.6 ▲14.2 ▲14.9 ▲17.6 ▲14.8 ▲19.2 ▲17.8 ▲10.7

10月 33.2 27.3 29.0 31.7 33.4 31.9 31.8 33.7 36.8 24.1

11月 13.3 ▲1.9 5.5 9.0 6.6 7.9 10.3 14.6 10.3 ▲0.1

12月 P 7.7 3.7 9.2 10.7 11.3 14.0 13.7 16.2 11.9 ▲7.4
（注）登録ナンバーベース（普通乗用車＋小型乗用車＋軽乗用車）

（資料）日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会、又は運輸局
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（10）新設住宅着工戸数（前年同期(月)比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年度 0.7 ▲3.5 ▲3.5 ▲0.8 4.7 6.0 6.6 ▲2.8 ▲5.2 1.2 ▲0.5 ▲4.6

R1年度 ▲7.3 ▲9.2 ▲11.0 ▲7.7 ▲2.5 ▲4.7 ▲6.5 ▲7.0 ▲5.0 ▲8.3 ▲6.8 ▲12.1

R1/10-12 ▲9.4 ▲20.6 ▲13.8 ▲12.3 ▲0.1 ▲4.2 ▲1.8 ▲4.2 ▲10.9 ▲16.4 ▲5.7 ▲12.4

R2/ 1- 3 ▲9.9 ▲2.5 ▲15.4 ▲10.1 ▲18.1 ▲8.3 ▲5.6 ▲18.8 ▲11.1 2.0 ▲14.5 ▲24.4

4- 6 ▲12.4 ▲12.3 ▲18.4 ▲8.9 ▲25.4 ▲20.8 ▲6.9 ▲20.6 ▲13.5 ▲12.5 ▲14.6 ▲9.9

7- 9 ▲10.1 0.1 ▲15.8 ▲7.0 ▲10.7 ▲14.2 ▲7.4 ▲9.2 ▲7.2 ▲13.4 ▲20.0 ▲47.5

R2年 6月 ▲12.8 ▲18.4 ▲21.9 ▲7.1 ▲21.2 ▲23.6 ▲3.0 ▲28.7 ▲10.0 ▲18.3 ▲3.5 ▲44.2

7月 ▲11.3 ▲16.7 ▲16.6 ▲6.9 ▲14.8 ▲10.5 ▲8.3 ▲15.2 ▲2.5 ▲14.5 ▲29.6 ▲36.9

8月 ▲9.1 17.9 ▲15.2 ▲6.6 ▲3.9 ▲17.0 ▲9.5 ▲7.6 ▲2.3 ▲23.1 ▲7.1 ▲41.0

9月 ▲9.9 0.5 ▲15.5 ▲7.4 ▲12.8 ▲15.2 ▲4.5 ▲4.7 ▲16.2 ▲2.0 ▲20.2 ▲63.4

10月 ▲8.3 3.0 ▲13.7 ▲10.1 ▲21.1 ▲8.5 ▲2.2 ▲15.8 10.9 3.1 ▲11.0 ▲20.9

11月 ▲3.7 4.6 ▲9.5 ▲4.2 ▲8.9 ▲14.7 7.9 17.3 10.5 ▲10.5 ▲14.9 ▲23.7
（資料）国土交通省

（11）公共工事請負金額（前年同期(月)比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年度 1.1 ▲2.9 ▲2.7 1.5 13.8 9.3 ▲1.1 9.6 0.9 ▲5.3 9.5 ▲21.8

R1年度 6.8 11.5 ▲3.0 1.4 16.9 13.4 17.9 18.9 16.2 12.1 0.7 3.1

R2/ 1- 3 7.1 ▲4.0 ▲3.3 4.7 4.4 21.2 24.6 3.7 ▲0.1 30.8 30.9 ▲24.1

4- 6 3.4 11.0 9.3 ▲5.5 8.1 ▲4.9 18.0 ▲0.1 ▲3.8 14.9 8.9 21.0

7- 9 7.5 ▲7.6 24.5 5.2 ▲7.8 4.4 19.3 2.9 14.0 ▲1.8 9.5 ▲4.6

10-12 ▲3.4 ▲11.6 16.2 1.7 ▲8.9 ▲7.5 ▲13.0 ▲16.5 ▲15.3 ▲6.0 ▲9.1 ▲8.8

R2年 7月 1.6 4.3 4.5 ▲5.0 5.7 ▲3.3 15.0 ▲3.1 ▲3.8 11.7 9.8 5.9

8月 3.3 3.7 10.1 ▲1.0 4.4 ▲2.4 13.4 ▲0.9 ▲1.9 8.6 7.8 5.2

9月 5.2 4.3 16.3 ▲0.7 3.6 ▲1.0 18.5 1.3 5.5 6.1 9.2 4.2

10月 4.5 2.6 19.5 1.3 3.0 ▲2.7 12.1 ▲1.8 2.4 1.2 4.3 3.7

11月 3.9 1.9 19.8 0.9 1.8 ▲2.9 7.7 ▲0.9 0.6 0.1 5.3 2.3

12月 3.0 2.5 16.2 ▲0.1 1.6 ▲2.3 8.3 ▲3.8 ▲0.7 2.4 4.1 0.4

（注）月別は当該年度累計。

（資料）北海道建設業信用保証株式会社、東日本建設業保証株式会社、西日本建設業保証株式会社

（12）消費者物価指数（総合：前年同月比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年 1.0 1.5 0.9 0.9 1.5 1.0 0.7 0.8 1.1 0.6 0.8 1.2

R1年 0.5 0.6 0.6 0.8 0.5 0.1 0.5 0.1 0.4 0.2 0.6 0.3

R2年 5月 0.1 ▲0.5 0.4 0.4 ▲0.2 0.0 0.2 0.4 ▲0.1 ▲0.3 0.5 ▲0.8

6月 0.1 ▲0.5 0.2 0.3 0.3 0.1 0.1 0.6 ▲0.1 ▲0.2 0.4 ▲0.6

7月 0.3 ▲0.7 0.3 0.6 0.3 0.3 0.0 0.5 0.3 0.1 0.7 ▲0.4

8月 0.2 ▲0.4 0.1 0.3 ▲0.2 0.3 0.1 0.5 ▲0.2 ▲0.2 0.4 ▲0.6

9月 0.0 ▲0.6 0.6 0.2 ▲0.4 0.3 ▲0.2 0.3 ▲0.2 ▲0.6 0.0 ▲0.7

10月 ▲ 0.4 ▲1.0 0.3 ▲0.3 ▲0.7 ▲0.2 ▲0.8 ▲0.3 ▲0.6 ▲0.5 ▲0.4 ▲0.7

11月 ▲ 0.9 ▲1.2 ▲0.1 ▲0.8 ▲1.0 ▲0.9 ▲1.2 ▲0.6 ▲0.7 ▲1.0 ▲0.7 ▲0.9
（注）本局所在市。関東は、東京都区部の計数。

（資料）総務省

（13）消費者物価指数（生鮮食品を除く総合：前年同月比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年 0.9 1.5 0.8 0.8 1.3 0.9 0.5 0.6 0.9 0.6 0.6 1.0

R1年 0.6 0.7 0.7 0.9 0.7 0.4 0.7 0.4 0.5 0.4 0.8 0.5

R2年 5月 ▲0.2 ▲0.7 0.1 0.2 ▲0.4 ▲0.2 ▲0.1 0.1 ▲0.5 ▲0.6 0.2 ▲1.0

6月 0.0 ▲0.7 ▲0.1 0.2 0.0 ▲0.1 0.0 0.3 ▲0.2 ▲0.5 0.2 ▲0.8

7月 0.0 ▲0.9 ▲0.1 0.4 ▲0.1 0.0 ▲0.4 0.2 0.0 ▲0.3 0.2 ▲0.6

8月 ▲0.4 ▲0.8 ▲0.5 ▲0.3 ▲0.8 ▲0.3 ▲0.7 ▲0.1 ▲0.5 ▲0.7 ▲0.3 ▲1.2

9月 ▲0.3 ▲1.1 0.0 ▲0.2 ▲0.8 ▲0.1 ▲0.8 0.0 ▲0.5 ▲0.7 ▲0.3 ▲1.4

10月 ▲0.7 ▲1.3 ▲0.5 ▲0.5 ▲1.0 ▲0.4 ▲0.9 ▲0.6 ▲0.9 ▲0.8 ▲0.6 ▲1.0

11月 ▲0.9 ▲1.3 ▲0.5 ▲0.7 ▲1.0 ▲1.0 ▲1.3 ▲0.7 ▲0.7 ▲1.0 ▲0.8 ▲1.2
（注）本局所在市。関東は、東京都区部の計数。

（資料）総務省
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（14）有効求人倍率（新規学卒除き、パートタイムを含む) 単位：倍

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年 1.61 1.16 1.53 1.63 2.00 1.85 1.59 1.87 1.55 1.49 1.49 1.17

R1年 1.60 1.21 1.48 1.60 1.96 1.81 1.61 1.90 1.58 1.48 1.47 1.19

R1/10-12 1.57 1.28 1.44 1.58 1.91 1.73 1.59 1.86 1.56 1.46 1.44 1.20

R2/ 1- 3 1.44 1.14 1.33 1.46 1.69 1.50 1.47 1.72 1.47 1.36 1.32 1.09

4- 6 1.21 0.94 1.16 1.22 1.40 1.23 1.21 1.47 1.25 1.16 1.13 0.79

7- 9 1.05 0.95 1.09 1.02 1.21 1.02 1.05 1.29 1.16 1.10 1.01 0.66

R2年 6月 1.11 0.93 1.12 1.11 1.28 1.11 1.12 1.38 1.17 1.11 1.06 0.68

7月 1.08 0.95 1.10 1.06 1.24 1.04 1.07 1.35 1.19 1.10 1.05 0.67

8月 1.04 0.94 1.09 1.01 1.20 1.00 1.04 1.28 1.15 1.10 1.01 0.67

9月 1.03 0.95 1.08 1.00 1.20 1.01 1.03 1.25 1.14 1.09 0.98 0.64

10月 1.04 0.97 1.10 1.01 1.23 1.02 1.02 1.27 1.14 1.11 0.98 0.66

11月 1.06 0.99 1.12 1.02 1.27 1.04 1.03 1.28 1.15 1.13 1.01 0.71
（注）1.年は原数値、四半期、月は季節調整値。

　　　2.北海道は平成19年12月から季節統計の計上方法が変更され、全数の数値に影響を与えているため、常用・原数値。

（資料）厚生労働省

（15）完全失業率 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 沖縄

30年 2.4 2.9 2.5 2.4 2.0 1.8 2.8 2.4 2.2 3.4

R1年 2.4 2.6 2.5 2.3 1.9 1.9 2.6 2.4 2.3 2.7

30/10-12 2.4 2.8 2.4 2.3 2.1 1.6 2.9 2.7 1.8 3.1

31/ 1- 3 2.4 2.8 2.9 2.4 1.8 1.7 2.7 2.5 2.1 2.5

4- 6 2.4 3.0 2.2 2.5 2.1 1.9 2.8 2.4 2.5 2.7

R1/ 7- 9 2.3 2.1 2.4 2.3 1.8 2.1 2.5 2.3 2.4 2.9

10-12 2.2 2.4 2.7 2.1 2.0 1.9 2.3 2.3 2.0 2.7

R2/ 1- 3 2.4 2.5 2.6 2.4 1.9 1.9 2.7 2.2 2.1 3.0

4- 6 2.8 3.3 2.9 3.0 2.2 2.1 3.0 2.2 2.7 3.5

7- 9 3.0 2.7 2.9 3.2 2.1 2.8 3.2 2.6 2.6 3.5
（注）1.原数値。

　　　2.関東は新潟県を除く。北陸は新潟県を含む。

（資料）総務省

九州・福岡
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（16）貸出金残高（前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年度末 1.8 1.7 1.7 3.1 2.6 2.4 1.4 3.3 3.1 3.8 2.1 6.2

元年度末 2.2 1.2 0.3 1.9 1.4 1.1 2.6 2.7 2.6 3.2 2.5 3.1

R1年12月末 1.7 2.3 0.7 1.5 1.6 0.9 2.2 2.3 3.8 2.9 2.0 4.8

 R2年 3月末 2.2 1.2 0.3 1.9 1.4 1.1 2.6 2.7 2.6 3.2 2.5 3.1

6月末 6.7 5.2 3.0 5.8 4.0 11.6 5.4 4.8 4.5 4.5 5.6 4.6

9月末 6.4 6.2 3.6 4.9 4.7 13.0 5.2 4.9 4.3 4.4 6.2 4.8

R2年 6月末 6.7 5.2 3.0 5.8 4.0 11.6 5.4 4.8 4.5 4.5 5.6 4.6

7月末 7.0 6.3 3.6 5.9 4.7 12.8 5.9 5.2 4.9 4.8 6.1 5.0

8月末 7.0 5.9 3.8 5.9 4.9 12.7 5.5 5.2 4.5 4.7 6.1 5.1

9月末 6.4 6.2 3.6 4.9 4.7 13.0 5.2 4.9 4.3 4.4 6.2 4.8

10月末 6.6 6.4 3.9 5.0 4.7 13.3 6.1 5.5 4.9 4.7 6.1 5.0

11月末 6.6 6.2 - 5.6 4.0 12.6 5.8 4.7 4.1 4.4 5.7 5.0
（注）1.末残

　　　2.国内銀行+信用金庫ベース。四国、九州及び福岡は国内銀行ベース。

　　　3.全国はオフショア勘定を含む、その他はオフショア勘定を除く。

（資料）各財務（支）局、又は日本銀行、信金中央金庫、銀行協会

（17）企業倒産件数（負債総額１千万円以上：前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

R1年 1.8 ▲8.2 13.1 1.0 5.7 ▲9.8 3.5 4.5 17.1 6.9 11.4 13.6

R2年 ▲7.3 ▲17.5 ▲12.3 ▲9.4 0.0 ▲1.1 ▲5.0 2.6 ▲17.7 5.4 ▲16.7 ▲32.0

R2/ 1- 3 12.9 ▲8.6 31.0 12.0 39.5 17.5 6.8 47.1 15.2 32.6 ▲2.7 ▲9.1

4- 6 ▲11.4 ▲12.5 ▲1.1 ▲23.8 ▲10.1 ▲0.9 ▲4.6 6.5 ▲3.9 31.5 ▲16.3 ▲82.4

7- 9 ▲7.4 ▲27.7 ▲40.2 ▲5.7 ▲15.7 ▲3.4 1.7 4.8 ▲17.5 ▲30.8 ▲17.4 ▲7.7

10-12 ▲20.8 ▲25.6 ▲26.0 ▲18.4 ▲4.7 ▲14.5 ▲21.0 ▲31.4 ▲58.2 ▲10.0 ▲29.2 0.0

R2/ 7月 ▲1.6 ▲20.0 ▲46.9 2.3 ▲8.6 ▲6.4 17.0 15.2 ▲12.5 ▲47.4 ▲23.9 25.0

8月 ▲1.6 ▲47.6 ▲11.4 ▲4.2 ▲15.7 22.1 1.1 26.1 ▲44.4 ▲6.3 ▲9.1 *

9月 ▲19.5 0.0 ▲55.8 ▲16.0 ▲26.6 ▲20.2 ▲14.1 ▲25.9 ▲6.7 ▲35.3 ▲16.7 ▲44.4

10月 ▲20.0 8.3 ▲24.3 ▲17.1 21.4 ▲16.3 ▲22.5 ▲44.9 ▲47.4 ▲13.3 ▲21.6 100.0

11月 ▲21.7 ▲14.3 4.5 ▲26.1 ▲21.4 ▲10.6 ▲19.2 ▲24.1 ▲71.4 17.6 ▲34.2 ▲33.3

12月 ▲20.7 ▲58.8 ▲45.9 ▲12.0 ▲14.2 ▲16.7 ▲21.0 ▲14.8 ▲53.3 ▲33.3 ▲31.1 ▲66.7
（注）＊は前年の件数が0件であるため算出できない。

（資料）東京商工リサーチ

（18）企業倒産負債総額（負債総額１千万円以上：前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

R1年 ▲4.2 16.5 22.9 ▲20.6 174.2 ▲12.0 32.2 ▲6.5 ▲17.6 ▲27.3 46.4 ▲54.0

R2年 ▲14.3 ▲28.6 ▲27.1 ▲20.4 ▲52.0 ▲1.0 ▲11.7 13.9 1.2 ▲15.2 35.6 ▲36.3

R2/ 1- 3 ▲34.4 55.7 37.8 ▲36.5 ▲75.4 ▲0.7 ▲63.8 66.7 2.1 ▲27.9 28.5 5.7

4- 6 17.9 ▲37.6 ▲56.0 ▲7.1 ▲39.5 70.4 121.8 15.0 44.7 137.0 ▲37.8 ▲74.5

7- 9 ▲16.9 ▲68.3 ▲47.8 ▲34.6 5.6 0.6 19.0 28.7 2.4 65.0 27.0 ▲8.7

10-12 ▲13.3 ▲35.7 ▲46.9 ▲1.0 ▲20.6 ▲26.2 ▲12.0 ▲32.5 ▲50.5 ▲70.3 121.5 ▲49.7

R2/ 7月   7.9 ▲76.6 ▲40.6 18.1 63.0 28.3 3.9 77.6 ▲46.5 100.6 ▲19.0 353.7

8月 ▲16.9 ▲65.8 5.4 ▲42.7 12.0 ▲19.2 18.4 169.3 54.6 162.1 19.9 *

9月 ▲37.4 ▲59.6 ▲73.8 ▲61.8 ▲72.4 ▲13.0 35.4 ▲31.9 44.2 ▲32.8 153.4 ▲92.0

10月 ▲11.6 34.5 ▲45.7 ▲36.7 ▲29.8 40.8 24.1 ▲29.9 77.8 ▲45.2 20.1 318.6

11月 ▲16.6 ▲23.8 ▲45.6 ▲40.2 ▲20.0 204.1 12.1 ▲1.4 ▲73.2 ▲69.3 ▲48.0 ▲86.8

12月 ▲11.7 ▲79.5 ▲48.8 79.2 ▲18.6 ▲85.0 ▲53.8 ▲54.5 ▲89.6 ▲76.8 271.1 ▲72.3
（注）＊は前年の額が0円であるため算出できない。

（資料）東京商工リサーチ
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（19） 法人企業景気予測調査(R2年10-12月期調査)　(全国は母集団推計、各局は単純集計)

 (1) 景況判断ＢＳＩ（貴社の景況）（全規模・全産業） 単位：％ﾎﾟｲﾝﾄ

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

R2/ 7- 9 - ▲6.8 ▲13.7 ▲9.0 ▲12.9 ▲11.2 ▲12.9 ▲7.8 ▲5.9 ▲11.0 ▲3.5 0.0

10-12 - ▲6.3 6.3 3.8 8.0 5.0 0.2 7.7 5.5 9.7 7.8 15.9

R3/ 1- 3 - ▲14.0 ▲14.3 ▲1.2 ▲6.6 ▲8.0 ▲7.3 ▲6.0 ▲1.8 ▲5.1 ▲5.4 ▲8.4

4- 6 - ▲1.6 ▲3.3 ▲0.3 2.1 ▲0.8 ▲1.6 ▲0.4 1.3 ▲2.3 0.5 ▲0.9

 (2) 企業収益
　①経常利益（全規模・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲24.8 ▲19.3 ▲18.4 ▲27.2 ▲18.8 ▲74.1 ▲31.5 ▲27.6 ▲24.4 ▲34.1 ▲45.6 ▲50.3

　②経常利益（大企業・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲23.3 ▲10.0 ▲20.8 ▲27.7 ▲17.9 ▲77.5 ▲31.7 ▲29.5 ▲29.5 ▲20.4 ▲48.7 -

　③経常利益（中堅企業・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲25.0 ▲31.6 ▲12.6 ▲15.8 ▲32.8 ▲36.9 ▲27.4 ▲21.5 ▲17.2 ▲75.0 ▲37.0 -

　④経常利益（中小企業・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲27.3 ▲94.6 ▲20.2 ▲25.7 ▲11.5 ▲24.9 ▲29.4 ▲35.2 ▲15.3 ▲40.6 ▲20.2 -

 (3) 売上高（全規模・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲7.5 ▲3.7 ▲3.7 ▲8.6 ▲7.0 ▲11.1 ▲6.7 ▲9.3 ▲4.4 ▲3.9 ▲4.8 ▲8.3

 (4) 設備投資（全規模・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲7.6 ▲6.6 ▲6.7 ▲4.6 ▲14.8 9.6 5.5 2.9 ▲13.0 ▲9.9 6.1 5.9

　(注）金融業、保険業は調査対象外
       各局は電気・ガス・水道業を除く

　(注）金融業、保険業を含む　　ソフトウェア含む、土地除く
  　　 北陸は電気・ガス・水道業を除く

※「法人企業景気予測調査」の標本設計（調査対象法人の選定）は、全国ベースの業種・規模のみを基準としているため、必ずし
も各財務局等の産業構造を正確に反映しているわけではない。各財務局等の集計結果は、地域の産業構造をより反映させるため、
全国分の集計結果には含まれない調査先（工場や事業所等）が含まれている場合等がある。
※沖縄の企業規模別計数は、データ秘匿の観点から非公表。
※黒転は黒字転化、赤転は赤字転化、赤縮は当期赤字幅縮小、赤拡は当期赤字幅拡大を表す。

　(注）前期比「上昇」－「下降」社数構成比
  　　 R2年10-12月は現状判断、R3年1-3月及びR3年4-6月は見通し　なお、R2年7-9月は前回調査時の現状判断

　(注）金融業、保険業を含む。各局は電気・ガス・水道業、金融業、保険業を除く

　(注）金融業、保険業を含む。各局は電気・ガス・水道業、金融業、保険業を除く

　(注）金融業、保険業を含む。各局は電気・ガス・水道業、金融業、保険業を除く

　(注）中小企業は電気・ガス・水道業、金融業、保険業は調査対象外
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（20）法人企業統計調査（全国は母集団推計。各局は単純集計、資本金10億円以上。前年同期比増減率）

【全産業】
 (1)売上高 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡

 R1/10-12 ▲6.4 ▲3.3 ▲6.6 ▲6.3 ▲2.0 ▲7.5 ▲6.9 ▲9.1 ▲9.5 ▲30.6 ▲3.1

R2/ 1- 3 ▲7.5 ▲6.5 ▲7.5 ▲6.6 ▲12.0 ▲8.6 ▲5.2 ▲14.0 ▲8.6 ▲3.1 ▲4.6

4- 6 ▲17.7 ▲2.8 ▲14.1 ▲17.2 ▲11.2 ▲27.3 ▲15.9 ▲27.8 ▲10.5 ▲15.5 ▲10.9

7- 9 ▲11.5 4.3 ▲0.9 ▲13.7 ▲6.4 ▲8.5 ▲10.7 ▲11.0 ▲8.6 ▲9.6 0.5

 (2)経常利益
 R1/10-12 ▲4.6 ▲13.6 42.1 ▲0.9 13.8 ▲13.3 ▲2.5 ▲13.5 ▲24.8 40.3 ▲24.9

R2/ 1- 3 ▲28.4 50.8 ▲62.3 ▲38.0 ▲27.9 ▲69.4 ▲25.4 ▲66.2 ▲26.0 ▲10.3 ▲17.3

4- 6 ▲46.6 ▲9.4 ▲21.9 ▲28.7 ▲0.8 ▲43.6 ▲27.3 ▲77.7 ▲45.5 ▲41.3 ▲42.8

7- 9 ▲28.4 1.0 4.8 ▲24.2 ▲19.4 ▲47.2 ▲22.1 ▲56.0 ▲15.0 ▲40.5 27.9

 (3)設備投資（ソフトウェア含む）
 R1/10-12 ▲3.5 ▲17.7 ▲32.3 ▲6.3 ▲23.0 ▲18.1 ▲0.4 ▲10.4 ▲28.6 ▲66.3 9.6

R2/ 1- 3 0.1 ▲18.6 30.6 3.7 ▲7.5 ▲2.4 ▲9.3 0.5 2.8 ▲35.5 13.0

4- 6 ▲11.3 ▲9.6 ▲28.5 ▲8.0 ▲45.4 9.8 ▲8.3 ▲26.9 ▲25.2 5.6 ▲42.6

7- 9 ▲10.6 ▲2.0 ▲25.8 ▲12.2 5.9 6.9 ▲0.9 ▲32.3 ▲10.2 32.8 ▲10.2

【製造業】
 (1)売上高

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡

 R1/10-12 ▲6.7 ▲18.5 ▲11.7 ▲8.9 ▲4.7 ▲7.8 ▲6.5 ▲11.6 ▲9.2 ▲43.6 ▲6.5

R2/ 1- 3 ▲5.5 ▲19.4 ▲11.8 ▲4.4 ▲5.0 ▲6.3 ▲4.5 ▲6.6 ▲11.0 0.3 ▲6.9

4- 6 ▲20.0 ▲22.5 ▲22.9 ▲19.1 ▲16.6 ▲33.8 ▲11.3 ▲44.9 ▲11.2 ▲14.4 ▲24.6

7- 9 ▲13.2 5.0 ▲7.6 ▲15.4 ▲13.3 ▲9.2 ▲8.9 ▲9.9 ▲19.1 ▲4.8 ▲6.0

 (2)経常利益
 R1/10-12 ▲15.0 ▲53.7 22.4 ▲9.1 ▲14.4 ▲23.7 ▲8.8 ▲51.1 ▲8.8 42.7 ▲23.9

R2/ 1- 3 ▲25.3 黒転 ▲718.5 ▲9.6 ▲15.4 ▲74.3 ▲7.5 ▲69.9 4.4 ▲7.4 ▲29.1

4- 6 ▲48.7 ▲69.4 ▲41.6 ▲47.2 ▲71.6 ▲28.5 ▲5.7 ▲111.7 ▲25.6 ▲28.6 ▲76.4

7- 9 ▲27.1 39.4 ▲18.0 ▲24.3 ▲33.2 ▲46.9 ▲18.5 ▲74.7 ▲9.0 ▲30.8 39.3

 (3)設備投資（ソフトウェア含む）
 R1/10-12 ▲9.0 ▲23.1 ▲13.3 ▲11.2 ▲17.3 ▲24.2 3.0 ▲17.1 ▲27.8 ▲75.6 ▲47.3

R2/ 1- 3 ▲5.3 ▲32.4 17.2 ▲7.7 4.1 0.2 ▲7.0 ▲0.8 1.1 ▲24.4 ▲20.5

4- 6 ▲9.7 ▲15.8 9.0 ▲8.8 ▲16.2 16.7 ▲13.6 ▲34.0 ▲23.3 53.0 ▲11.1

7- 9 ▲10.3 ▲34.4 ▲12.5 ▲9.9 ▲8.0 ▲2.1 ▲13.8 ▲23.0 ▲1.1 117.1 72.1

【非製造業】
 (1)売上高

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡

 R1/10-12 ▲6.3 1.5 ▲4.3 ▲4.6 1.2 ▲7.1 ▲7.3 ▲6.6 ▲10.0 ▲2.0 ▲1.8

R2/ 1- 3 ▲8.3 ▲2.9 ▲5.6 ▲7.9 ▲19.6 ▲12.3 ▲5.8 ▲20.5 ▲5.4 ▲7.7 ▲3.7

4- 6 ▲16.8 3.2 ▲10.4 ▲16.1 ▲5.3 ▲15.5 ▲19.8 ▲12.0 ▲9.6 ▲16.7 ▲5.8

7- 9 ▲10.8 4.1 1.8 ▲12.7 0.8 ▲7.2 ▲12.2 ▲11.9 5.8 ▲15.7 2.8

 (2)経常利益
 R1/10-12 1.1 0.2 70.8 2.9 97.0 11.6 8.2 27.6 ▲59.7 31.0 ▲25.2

R2/ 1- 3 ▲29.6 10.8 ▲29.1 ▲49.0 ▲40.8 ▲51.2 ▲41.4 ▲62.7 ▲86.5 ▲18.4 ▲14.5

4- 6 ▲45.5 ▲0.4 ▲14.3 ▲20.9 44.2 ▲75.6 ▲48.2 ▲46.5 ▲63.1 ▲87.8 ▲28.4

7- 9 ▲29.1 ▲3.6 17.3 ▲24.2 ▲9.1 ▲47.9 ▲26.3 ▲46.8 ▲20.9 ▲58.0 23.7

 (3)設備投資（ソフトウェア含む）
 R1/10-12 ▲0.1 ▲16.5 ▲37.9 ▲2.6 ▲27.7 ▲9.4 ▲3.5 ▲5.7 ▲29.1 ▲24.4 19.6

R2/ 1- 3 2.9 ▲15.1 35.9 10.1 ▲16.2 ▲5.2 ▲10.8 1.3 4.4 ▲49.7 17.9

4- 6 ▲12.1 ▲6.9 ▲43.5 ▲7.6 ▲73.2 2.1 ▲2.9 ▲20.9 ▲27.5 ▲34.5 ▲47.0

7- 9 ▲10.8 10.1 ▲31.7 ▲13.7 17.8 20.0 14.4 ▲38.9 ▲20.3 ▲33.1 ▲19.6
（注）1.沖縄はデータ秘匿の観点から非公表。

　　　2.金融業、保険業は除く。

      3.黒転は黒字転化、赤縮は当期赤字幅縮小、赤拡は当期赤字幅拡大を表し、前年同期がマイナスのため前年比の算出ができない。
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 都道府県別主要経済指標の動向

（１）鉱工業生産指数（前年比・前期比・前月比増減率） 単位：％

30年 R1年 R1.10-12月期 R2.1-3月期 4-6月期 7-9月期 R2.6月 7月 8月 9月 10月 11月

全　国   1.1 ▲3.0 ▲3.6   0.4 ▲16.9   8.7   1.9 8.7 1.0 3.9 4.0 ▲0.5

北海道 ▲2.3 ▲4.0 ▲2.5 ▲2.5 ▲10.0 ▲3.2   0.4 ▲0.8 ▲1.5 0.9 7.5 P 1.6

青　森 ▲0.6 ▲3.2   4.0   6.9 ▲18.4   6.9 ▲4.7   9.3 ▲0.1   12.7 P▲1.1 -

岩　手   4.9 ▲2.6   2.1 ▲5.9 ▲10.7   1.2   9.3 ▲1.2   0.2   6.4 P 7.2 -

宮　城 ▲0.5 ▲4.9   0.3   1.4 ▲7.9 ▲7.5 ▲4.2 ▲1.4 ▲6.9   8.0 P 6.4 -

秋　田 ▲1.2 ▲7.1   0.4   7.1 ▲10.0 ▲3.6   3.2 ▲2.6 ▲3.9   6.2 ▲3.0 -

山　形 ▲0.5 ▲0.3 ▲1.8   1.8 ▲14.4 P 0.1   2.8   3.6 ▲3.3   3.2 P 7.0 -

福　島   0.5 ▲4.9 ▲3.5   5.7 ▲17.4   3.9 ▲1.9   7.8 ▲2.8   8.6 P 4.6 -

茨　城 ▲0.8 ▲0.1 ▲4.2   1.0 ▲11.5 ▲0.1   1.1 ▲0.8 5.6 ▲0.2   5.2 ▲1.7

栃　木 ▲2.9 ▲2.5 - - - - ▲0.2 4.5 ▲0.5   0.0 ▲1.6 -

群　馬   1.1 ▲4.4   0.0 ▲3.2 ▲21.0   24.2   17.2 22.1 13.6 ▲5.7 ▲1.9 P▲1.8

埼　玉   0.5 ▲4.8 ▲2.0 ▲5.7 ▲9.0   0.4   7.4 3.4 ▲4.6   1.1   9.2 -

千　葉   0.1 ▲2.4 ▲3.4   2.7 ▲10.1   1.6   2.2   3.8 ▲2.9   1.9   5.0 -

東　京   1.4 ▲2.1 ▲3.7 ▲1.5 ▲16.8   0.4 0.7 ▲1.1 7.4 ▲3.4 P 7.2 -

神奈川 ▲1.1 ▲3.6 - - - -   4.4   8.9 ▲7.2   13.1 2.0 P 5.1

新　潟   4.0 ▲2.5 ▲1.1 ▲2.5 ▲9.4 ▲1.6 ▲2.3 0.1 1.8 4.5 4.5 P▲3.0

山　梨 4.8 ▲12.1 ▲0.7 ▲1.0 ▲6.8 2.0 ▲4.4 8.8 0.8 0.3 8.8 -

長　野   5.5 ▲4.1 ▲4.4   1.1 ▲10.9 ▲0.3 ▲0.4 1.4 2.2 5.7 3.2 P 3.2

富　山   4.4 ▲4.1 ▲2.1 ▲0.6 ▲10.4 2.8 0.2 2.6 ▲1.0 10.9 1.6 -

石　川 ▲1.8 ▲5.6 ▲8.7 ▲2.3 ▲10.1 ▲4.3 ▲6.0   3.2 ▲1.3 ▲0.1 ▲0.7 -

福　井   0.6 ▲7.3 ▲3.5   3.3 ▲10.6 4.5 5.0 1.9 3.2 1.9 5.5 -

岐　阜   4.0   1.6 ▲4.0 ▲0.3 ▲16.2   8.7   5.6 5.4 7.0 7.8 9.8 -

静　岡 0.7 - - - - - 18.0 7.8 1.8 4.4 0.2 -

愛　知 ▲0.2 2.2 - - - -   1.8 28.5 5.8 7.4 7.1 -

三　重   3.5 ▲4.1 ▲0.4 - - -   4.9 0.5 8.8 ▲1.0 ▲0.2 0.4

滋　賀   2.9   0.3 ▲7.2 ▲2.1 ▲14.5   8.3   9.5   11.6 ▲9.4   11.4 P 2.0 -

京　都   1.7 ▲7.7 ▲4.6 ▲3.8 ▲12.2   2.4   8.9   1.0 ▲1.6   8.8 P 7.1 -

大　阪 ▲0.1   2.7 ▲0.4 ▲2.1 ▲13.2   6.6 ▲0.8   11.2 ▲3.8   4.6 P 1.2 -

兵　庫   2.7 ▲0.6 ▲0.6 ▲3.9 ▲12.8   3.1   3.1   2.6   0.1   0.3 P 3.0 -

奈　良   2.3 ▲3.3 ▲3.4 ▲2.6 ▲8.0 ▲2.0   2.1   1.2 ▲6.4   7.7 P▲0.7 -

和歌山   0.0 ▲6.0   0.5 P▲2.1 P▲12.4 P▲4.8 P▲3.7 P 5.3 P▲6.0 P 8.0 P 3.0 -

鳥　取 ▲3.0 ▲2.3 ▲0.6 ▲0.6 ▲13.8   1.7 ▲11.9 10.5 0.4 ▲1.8 8.2 6.5

島　根 - - - - - -   9.4 ▲3.2 1.1 11.4   0.0 P 2.9

岡　山   3.0 ▲2.1 ▲3.2 ▲1.4 ▲8.2   1.1   7.7 ▲2.8 ▲0.5 5.4   5.4 P▲6.9

広　島 ▲2.9   0.4 ▲2.1   4.0 ▲26.0   22.2   5.7 19.2 1.7 ▲2.8   0.9 P 1.2

山　口   3.2   1.6 ▲7.4 ▲3.5 ▲17.2   12.6   8.7 1.9 9.9 2.0 0.4 P▲0.9

徳　島   3.7 ▲0.7   0.9 ▲0.3 ▲4.1 ▲0.4 ▲ 1.3 3.7 3.9 1.3 P▲6.8 -

香　川   7.9 ▲3.7   2.5 ▲6.0 ▲10.5 ▲10.3 ▲ 7.4 ▲ 6.7 ▲0.6 10.0 P 0.9 -

愛　媛 ▲3.0   0.9 ▲4.3   3.0 ▲8.1 ▲3.7 1.1 ▲ 2.9 ▲4.3 10.2 P▲6.0 -

高　知 ▲1.1 ▲3.7 ▲6.4 ▲2.0 ▲4.4 ▲0.3 ▲ 3.8 9.9 ▲8.9 12.9 P 3.0 -

熊　本   0.0   4.5 ▲9.8 ▲8.3 ▲3.2   6.3   11.1 ▲ 7.1 4.3 24.7 P▲15.0 -

大　分 ▲0.6   0.7   0.4   0.1 ▲11.2   5.0   7.4 0.7 3.3 ▲ 1.1 P 6.8 -

宮　崎   0.5 ▲0.1 ▲4.4 ▲2.6 ▲7.9 ▲1.3   2.6 ▲ 2.4 ▲ 1.7 9.4 P 6.7 -

鹿児島   3.5 ▲6.2 ▲0.8   3.4 ▲6.5 ▲1.8 ▲3.2 ▲ 0.5 2.4 0.2 P 7.7 -

福　岡   0.3 ▲2.1 ▲3.6   2.3 ▲19.5   7.3 1.3 6.9   1.5 4.8 9.8 -

佐　賀 ▲0.4 ▲3.1 ▲1.9   2.2 ▲8.9 ▲2.6 ▲0.3 ▲0.7 1.9 ▲ 2.4 6.8 -

長　崎 ▲7.8 ▲12.7   1.1 - - -   5.3 9.4 - - ▲ 3.5 -

沖　縄 ▲2.5 ▲3.3 ▲5.9   0.6 ▲15.9   7.1   8.0 8.7 ▲4.5 ▲6.8 1.7 -

（注）年は原指数前年比、四半期・月は季調済指数前期比・前月比

（資料）経済産業省、各都道府県
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（２）百貨店・スーパー販売額（前年同期（月）比増減率） 単位：％

30年 R1年 R1.10-12月期 R2.1-3月期 4-6月期 7-9月期 R2.6月 7月 8月 9月 10月 11月

全　国 0.0 ▲1.1 ▲4.1 ▲3.5 ▲11.4 ▲5.8 ▲2.3 ▲3.2 ▲1.2 ▲12.8 4.0 ▲3.2

北海道 0.7 ▲0.4 ▲3.5 ▲4.0 ▲6.6 ▲4.1 ▲0.4 ▲1.1 ▲1.8 ▲9.5 3.1 ▲2.6

青　森 ▲0.8 ▲0.5 ▲3.5 ▲2.0 ▲4.1 ▲2.6 ▲0.4 1.5 ▲2.0 ▲7.1 3.8 2.5

岩　手 ▲0.8 ▲0.1 ▲3.1 ▲0.2 ▲2.4 ▲2.5 1.4 1.0 ▲1.2 ▲7.6 7.9 ▲0.2

宮　城 0.3 ▲1.2 ▲4.1 ▲1.6 ▲4.7 ▲3.5 1.0 ▲1.9 0.1 ▲8.7 5.9 ▲0.0

秋　田 ▲0.7 ▲2.3 ▲4.7 ▲1.5   0.6 ▲3.2 3.2 0.1 ▲1.9 ▲8.0 7.2 ▲0.1

山　形 ▲2.2 ▲1.1 ▲2.3 ▲4.0 ▲3.7 ▲5.3 ▲3.3 ▲3.7 ▲3.8 ▲8.4 0.7 ▲1.0

福　島 0.5 ▲0.5 ▲1.9 ▲0.3  2.4   1.2 5.8 4.0 4.7 ▲5.2 2.6 ▲1.3

茨　城 0.2 ▲ 0.0 ▲2.0   1.4   7.4   6.8 8.3 8.6 10.7 0.9 11.7 7.6

栃　木 0.5 ▲0.8 ▲2.4 ▲0.7 ▲3.1 0.4 3.2 2.0 4.9 ▲5.7 6.6 3.4

群　馬 1.2 0.8   0.3   3.6   7.4   5.4 10.3 7.9   11.0 ▲2.4 10.3 5.1

埼　玉 0.4 ▲1.1 ▲3.4   1.2   1.6   4.2 5.3 5.3 9.7 ▲2.0 9.6 3.3

千　葉 ▲1.6 ▲1.5 ▲1.8   0.8 ▲1.8   1.0 3.5 3.8 6.4 ▲6.9 6.5 1.1

東　京 0.4 ▲1.1 ▲5.4 ▲8.1 ▲28.7 ▲16.0 ▲12.0 ▲13.8 ▲10.8 ▲22.7 0.1 ▲10.4

神奈川 ▲0.6 ▲2.5 ▲5.4 ▲2.6 ▲6.7 ▲2.8 0.1 ▲0.3 3.4 ▲10.8 6.4 ▲3.8

新　潟 2.5 ▲0.7 ▲2.9   3.0   3.5   3.7 7.8 5.6  6.6 ▲1.3 11.1 9.6

山　梨 0.5 ▲2.0 ▲2.7 ▲1.4   0.9   2.3 2.2 3.8 6.4 ▲3.5 10.7 4.5

長　野 0.3 ▲1.1 ▲2.3 0.9 ▲1.1 ▲4.0 2.3 ▲1.0 ▲1.1 ▲10.0 5.0 0.2

富　山 ▲0.3 ▲1.4 ▲5.1 ▲3.1 ▲8.6 ▲3.0 1.5 0.3 ▲4.9 ▲4.1 9.4 2.2

石　川 0.9 0.1 ▲2.6 ▲2.6 ▲5.8 ▲2.2 4.1 0.3 ▲0.3 ▲6.5 9.0 1.6

福　井 0.4 ▲0.1 ▲4.0 ▲4.0 ▲3.8 3.6 4.7 4.2 3.3 3.4 8.9 9.3

岐　阜 0.2 ▲1.1 ▲2.9 0.5 1.3 2.1 3.4 3.6 4.7 ▲2.2 7.1 1.4

静　岡 ▲0.5 ▲1.4 ▲3.3 ▲0.8 ▲3.3 ▲1.5 0.5 0.9 3.4 ▲8.4 6.8 0.3

愛　知 1.5 ▲1.3 ▲3.0 ▲2.3 ▲9.9 ▲5.4 ▲1.3 ▲1.3 ▲0.6 ▲13.8 5.4 ▲2.2

三　重 0.8 ▲0.1 ▲1.1   4.2 7.4 4.0 8.6 7.3 8.5 ▲3.4 8.4 4.8

滋　賀 ▲1.3 ▲1.6 ▲1.7 2.7 1.6 3.0 1.5 5.4 7.2 ▲3.9 0.3 ▲1.2

京　都 ▲0.9 ▲0.4 ▲5.6 ▲9.4 ▲28.5 ▲14.5 ▲13.0 ▲11.7 ▲10.5 ▲20.9 ▲0.6 ▲9.2

大　阪 0.8 ▲0.2 ▲5.7 ▲11.2 ▲28.5 ▲17.2 ▲12.9 ▲13.1 ▲12.6 ▲25.3 ▲4.8 ▲11.6

兵　庫 ▲3.0 ▲1.8 ▲4.3 ▲2.2 ▲10.0 ▲4.0 ▲0.9 ▲0.9 1.6 ▲12.4 4.1 ▲2.7

奈　良 ▲2.0 ▲2.2 ▲5.6 ▲1.8 ▲5.7 ▲2.6 0.5 ▲0.7 0.9 ▲8.0 4.4 1.1

和歌山 ▲2.1 ▲1.9 ▲3.1 ▲0.3 ▲7.7 ▲5.2 0.0 ▲2.0 ▲4.5 ▲9.2 ▲6.6 ▲10.4

鳥　取 ▲4.4 ▲1.7 ▲4.8 ▲2.5 ▲8.5 ▲7.2 ▲0.9 ▲2.0 ▲6.1 ▲13.4 7.9 0.8

島　根 1.9 ▲0.1 ▲2.4 1.0 ▲10.4 ▲7.0 ▲1.3 ▲3.7 ▲7.2 ▲10.1 2.6 ▲2.1

岡　山 ▲0.6 0.5 ▲3.0 ▲1.0 ▲5.3 ▲3.9 2.0 ▲0.3 0.2 ▲11.1 6.8 0.5

広　島 ▲0.0 ▲1.0 ▲4.3 ▲3.6 ▲14.7 ▲7.8 ▲3.4 ▲4.3 ▲4.9 ▲14.1 4.6 ▲2.9

山　口 ▲0.6 ▲2.7 ▲7.5 ▲3.4 ▲7.0 ▲2.2 ▲0.1 1.7 ▲1.2 ▲7.2 1.7 ▲ 1.8

徳　島 3.8 1.2 ▲1.5 1.9 ▲1.4 6.7 5.8 12.4 19.7 ▲11.7 ▲4.1 P▲13.1

香　川 0.9 0.1 ▲3.6 ▲0.1 ▲5.0 ▲2.5 1.0 0.1 0.8 ▲8.2 6.3 P 1.0

愛　媛 ▲0.6 ▲0.7 ▲4.7 ▲0.5 ▲7.5 ▲2.6 1.4 0.5 0.9 ▲ 9.0 5.5 P 0.1

高　知 0.3 ▲1.5 ▲4.0 ▲1.7 ▲6.6 ▲0.9 1.6 1.7 0.4 ▲4.6 3.7 P▲0.8

熊　本 ▲1.8 ▲1.2 ▲4.1 ▲4.3 ▲14.1 ▲5.3 ▲1.2 ▲1.8 ▲1.5 ▲12.3 10.3 ▲0.8

大　分 ▲1.5 ▲3.2 ▲6.2 ▲2.9 ▲11.9 ▲7.1 0.1 ▲1.2 ▲3.6 ▲16.8 10.5 ▲3.9

宮　崎 ▲4.2 0.1 ▲3.2 ▲1.3 ▲8.3 ▲7.2 ▲0.7 ▲1.8 ▲5.8 ▲14.3 8.4 ▲8.3

鹿児島 ▲2.9 0.1 ▲5.0 ▲0.5 ▲2.5 ▲3.8 5.8 ▲5.9 4.8 ▲9.8 10.5 ▲3.7

福　岡 0.8 ▲2.2 ▲7.1 ▲9.3 ▲23.2 ▲10.4 ▲6.3 ▲6.8 ▲6.1 ▲18.2 2.3 ▲ 2.1

佐　賀 ▲3.1 ▲4.8 ▲6.0 ▲0.6 ▲5.1 ▲1.4 2.7 1.8 0.6 ▲6.7 5.2 2.6

長　崎 ▲2.1 ▲1.5 ▲2.8 0.2 ▲5.3 ▲4.1 0.8 ▲0.2 0.2 ▲12.5 2.4 ▲ 2.6

沖　縄 2.8 2.4 ▲ 1.3 ▲ 1.3 ▲ 6.8 ▲ 7.6 2.5 ▲2.7 ▲8.1 ▲11.8 0.8 0.8

（注）全店ベース

（資料）経済産業省、経済産業局、又は沖縄総合事務局

北

陸

東

海

東

北

関

東

九

州

近

畿

中

国

四

国

福

岡

- 61 -



（３）有効求人倍率（新規学卒除き、パートタイム含む。） 単位：倍

30年 R1年 R1.10-12月期 R2.1-3月期 4-6月期 7-9月期 R2.6月 7月 8月 9月 10月 11月

全　国 1.61 1.60 1.57 1.44 1.21 1.05 1.11 1.08 1.04 1.03 1.04 1.06

北海道 1.16 1.21 1.28 1.14 0.94 0.95 0.93 0.95 0.94 0.95 0.97 0.99

青　森 1.30 1.24 1.22 1.11 0.95 0.91 0.91 0.92 0.91 0.89 0.95 0.97

岩　手 1.46 1.39 1.30 1.25 1.05 0.99 1.01 1.00 0.99 1.00 1.03 1.02

宮　城 1.69 1.63 1.60 1.43 1.27 1.15 1.21 1.17 1.14 1.14 1.16 1.19

秋　田 1.52 1.48 1.47 1.40 1.29 1.24 1.24 1.25 1.23 1.23 1.21 1.25

山　形 1.64 1.54 1.48 1.34 1.13 1.04 1.06 1.04 1.04 1.03 1.05 1.06

福　島 1.51 1.51 1.48 1.39 1.26 1.17 1.22 1.19 1.18 1.15 1.18 1.17

茨　城 1.60 1.62 1.61 1.52 1.35 1.22 1.30 1.27 1.19 1.19 1.19 1.23

栃　木 1.43 1.40 1.37 1.27 1.08 0.95 1.00 0.97 0.95 0.93 0.91 0.96

群　馬 1.71 1.70 1.63 1.52 1.33 1.08 1.17 1.10 1.07 1.08 1.15 1.14

埼　玉 1.33 1.31 1.30 1.20 1.06 0.89 0.98 0.93 0.87 0.86 0.88 0.89

千　葉 1.35 1.31 1.29 1.21 1.01 0.86 0.93 0.88 0.84 0.85 0.86 0.86

東　京 2.13 2.10 2.08 1.93 1.54 1.23 1.35 1.29 1.22 1.19 1.19 1.19

神奈川 1.20 1.19 1.17 1.07 0.94 0.76 0.85 0.79 0.75 0.74 0.75 0.75

新　潟 1.70 1.64 1.62 1.47 1.25 1.18 1.18 1.20 1.16 1.18 1.17 1.21

山　梨 1.47 1.42 1.37 1.26 1.03 0.91 0.97 0.93 0.90 0.91 0.95 0.99

長　野 1.69 1.60 1.52 1.44 1.14 0.99 1.03 0.99 0.98 1.00 1.03 1.09

富　山 1.96 1.91 1.85 1.56 1.31 1.15 1.21 1.17 1.14 1.15 1.17 1.20

石　川 1.99 1.95 1.90 1.67 1.32 1.11 1.19 1.15 1.10 1.09 1.12 1.18

福　井 2.07 2.05 2.01 1.90 1.69 1.45 1.53 1.48 1.43 1.44 1.49 1.51

岐　阜 2.00 2.01 1.94 1.75 1.39 1.21 1.27 1.24 1.18 1.20 1.23 1.27

静　岡 1.67 1.57 1.49 1.29 1.06 0.89 0.96 0.90 0.88 0.90 0.93 0.96

愛　知 1.95 1.93 1.85 1.57 1.28 1.03 1.14 1.07 1.02 1.01 1.02 1.02

三　重 1.71 1.66 1.56 1.39 1.18 1.02 1.08 1.04 1.01 1.01 1.04 1.06

滋　賀 1.38 1.35 1.33 1.22 0.94 0.81 0.83 0.81 0.82 0.82 0.81 0.84

京　都 1.57 1.60 1.58 1.51 1.24 1.02 1.13 1.04 1.00 1.01 1.01 0.97

大　阪 1.76 1.78 1.77 1.63 1.34 1.14 1.23 1.17 1.14 1.12 1.10 1.12

兵　庫 1.43 1.43 1.40 1.26 1.06 0.95 1.01 0.98 0.93 0.93 0.93 0.93

奈　良 1.46 1.49 1.45 1.43 1.24 1.11 1.16 1.11 1.11 1.09 1.10 1.11

和歌山 1.34 1.41 1.39 1.22 1.05 0.98 1.00 1.00 0.97 0.96 0.98 0.95

鳥　取 1.64 1.71 1.70 1.56 1.28 1.21 1.20 1.26 1.20 1.19 1.20 1.22

島　根 1.72 1.70 1.70 1.67 1.44 1.36 1.37 1.44 1.35 1.30 1.36 1.38

岡　山 1.95 2.02 2.01 1.91 1.61 1.41 1.50 1.44 1.43 1.38 1.44 1.43

広　島 2.05 2.05 1.98 1.78 1.53 1.25 1.43 1.35 1.22 1.19 1.18 1.20

山　口 1.58 1.62 1.60 1.41 1.24 1.20 1.21 1.22 1.18 1.20 1.24 1.23

徳　島 1.45 1.50 1.45 1.35 1.16 1.08 1.10 1.12 1.08 1.05 1.05 1.09

香　川 1.79 1.80 1.80 1.71 1.42 1.28 1.25 1.30 1.27 1.25 1.29 1.31

愛　媛 1.61 1.64 1.63 1.53 1.34 1.26 1.31 1.30 1.25 1.23 1.19 1.18

高　知 1.27 1.29 1.28 1.20 0.98 0.93 0.92 0.93 0.92 0.93 0.99 0.97

熊　本 1.69 1.63 1.61 1.45 1.22 1.11 1.13 1.13 1.11 1.10 1.13 1.16

大　分 1.54 1.53 1.49 1.40 1.19 1.08 1.13 1.10 1.07 1.08 1.11 1.11

宮　崎 1.50 1.45 1.40 1.30 1.14 1.12 1.10 1.10 1.14 1.11 1.15 1.15

鹿児島 1.31 1.35 1.35 1.28 1.11 1.08 1.08 1.07 1.08 1.08 1.08 1.10

福　岡 1.60 1.57 1.55 1.40 1.18 1.04 1.11 1.08 1.03 1.00 1.00 1.02

佐　賀 1.31 1.30 1.28 1.20 1.07 1.03 1.01 1.03 1.04 1.02 1.04 1.07

長　崎 1.25 1.21 1.17 1.11 0.97 0.91 0.93 0.93 0.91 0.88 0.90 0.94

沖　縄 1.17 1.19 1.20 1.09 0.79 0.66 0.68 0.67 0.67 0.64 0.66 0.71

（注）1.年は原数値、四半期・月は季節調整値

　　　2.北海道は、常用、原数値

（資料）厚生労働省
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（４）完全失業率 単位：％

30年 R1年 10-12月期 31.1-3月期 4-6月期 R1.7-9月期 10-12月期 R2.1-3月期 4-6月期 7-9月期

全 国 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4 2.3 2.2 2.4 2.8 3.0

北海道 2.9 2.6 2.8 2.8 3.0 2.1 2.4 2.5 3.3 2.7

青 森 2.8 2.7 2.5 3.0 2.5 2.3 2.7 3.1 2.8 2.9

岩 手 1.8 2.1 1.6 2.1 2.0 2.0 1.9 2.1 2.6 2.6

宮 城 2.6 2.5 2.5 2.7 2.4 2.5 2.6 2.6 2.9 3.1

秋 田 2.6 2.8 2.4 3.5 2.5 2.5 2.4 3.3 3.0 2.6

山 形 1.7 1.7 1.4 1.9 1.7 1.8 1.7 2.1 2.4 2.3

福 島 2.1 2.1 2.0 2.3 2.1 2.0 2.1 2.2 2.5 2.4

茨 城 2.2 2.3 2.2 2.4 2.6 2.3 2.1 2.4 2.5 2.3

栃 木 2.0 2.2 1.9 2.1 2.5 2.3 1.8 2.1 2.4 2.3

群 馬 2.0 2.3 2.2 2.3 2.4 2.3 2.2 2.3 2.1 2.1

埼 玉 2.5 2.3 2.2 2.4 2.5 2.2 2.0 2.4 3.0 3.1

千 葉 2.3 2.1 2.1 2.1 2.2 2.2 2.0 2.0 2.7 3.0

東 京 2.6 2.3 2.3 2.3 2.4 2.2 2.4 2.6 3.2 3.5

神奈川 2.3 2.1 2.1 2.3 2.3 2.1 1.7 2.1 3.1 3.4

新 潟 2.1 2.1 2.0 2.2 2.1 1.9 2.0 2.3 2.2 2.0

山 梨 2.0 2.0 2.2 1.8 2.4 2.0 1.8 1.3 2.0 1.8

長 野 1.7 1.9 1.8 2.1 2.1 1.6 1.8 2.1 1.9 2.0

富 山 1.8 1.7 1.7 1.8 1.7 1.4 1.7 1.8 1.9 1.7

石 川 1.5 1.6 1.5 1.6 1.8 1.6 1.5 1.6 1.8 1.9

福 井 1.4 1.4 1.2 1.2 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4

岐 阜 1.4 1.3 1.0 1.2 1.4 1.5 1.2 1.2 1.4 1.8

静 岡 1.9 2.0 1.8 1.8 2.0 2.1 2.0 2.0 2.2 2.6

愛 知 1.7 1.9 1.8 1.6 1.9 1.9 2.1 1.8 2.3 3.0

三 重 1.2 1.2 1.0 0.9 1.1 1.5 1.3 1.1 1.4 2.2

滋 賀 2.1 1.9 1.8 1.8 2.2 1.8 1.8 2.0 2.1 2.5

京 都 2.5 2.3 2.3 2.9 2.4 2.2 2.1 2.7 2.7 2.6

大 阪 3.2 2.9 3.6 3.0 3.0 2.9 2.8 2.9 3.3 3.9

兵 庫 2.6 2.3 2.5 2.5 2.5 2.2 2.1 2.5 2.8 2.8

奈 良 2.4 1.9 2.4 1.7 2.1 2.4 1.9 2.4 2.5 2.7

和歌山 1.9 1.6 1.7 2.1 1.7 1.6 1.4 2.3 2.3 2.3

鳥 取 2.0 2.3 2.3 2.4 2.2 1.9 2.3 2.0 2.6 2.3

島 根 1.4 1.9 1.7 2.2 1.9 1.6 1.4 1.7 0.8 1.1

岡 山 2.3 2.3 2.3 2.7 2.3 2.3 2.0 2.2 2.0 2.2

広 島 2.4 2.4 2.4 2.5 2.4 2.3 2.2 2.3 2.2 2.4

山 口 1.8 1.8 2.0 1.6 2.0 1.8 1.7 1.3 1.9 2.0

徳 島 1.9 1.9 1.4 1.9 1.9 2.2 1.4 1.9 2.2 2.2

香 川 2.2 2.0 2.0 2.0 2.2 2.0 2.0 2.0 2.4 2.2

愛 媛 1.7 1.6 1.3 1.9 1.4 1.7 1.4 2.0 1.7 2.2

高 知 2.2 1.9 1.4 1.7 2.2 1.9 1.9 2.2 2.7 3.0

熊 本 2.7 2.7 2.2 2.8 3.3 2.6 2.1 2.7 3.3 2.5

大 分 2.2 2.0 2.2 2.0 2.3 1.5 1.8 2.0 2.3 1.6

宮 崎 1.3 1.6 0.9 1.4 1.4 2.0 1.4 2.1 2.0 2.0

鹿児島 2.4 2.4 2.6 2.3 2.3 2.7 2.6 2.1 2.8 2.8

福 岡 2.9 2.8 2.8 2.9 2.7 2.9 2.8 2.8 3.0 3.1

佐 賀 1.8 1.9 1.8 2.0 2.2 1.7 2.0 2.2 1.8 2.0

長 崎 2.2 2.2 1.9 2.0 2.4 2.2 2.0 2.1 2.6 2.5

沖 縄 3.4 2.7 3.1 2.5 2.7 2.9 2.7 3.0 3.5 3.5

（注）1.モデル推計値である。（都道府県別に表章するように標本設計を行っていないことから、全国の結果に比べ

 標本誤差が大きく、結果の利用に当たっては注意を要する。）

2.毎年１－３月期平均公表時に、新たな結果を追加して再計算を行い、前年までの四半期平均及び年平均結果を

 遡及改定している。
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